
（平成23年7月作成）

事務事業シート（実施計画事前基礎シート）

○

１．事務事業の位置付け ２．予算区分

4

1

1 款

2 項

目

３．事務事業の概要

４．総合計画の目標達成に向けた主な事業の実績・計画

○

その他 （ ）

人
工
数

②概算人件費

①+②総事業費

(H.23)No.

担当部局名 担当室名 室長名 連絡先

新・継 事業期間

1131 (H.22)No. 1131

事務事業名 ｢総合的な学習」推進事業
事
業
区
分

(

複
数
選
択
可

)

ソフト施策事業

扶助費

補助金交付金

投資事業

教育委員会事務局 学校教育室 西山　嘉一 63-7882 施設等維持管理

根拠法令等 内部管理事務

平成 年度～ 平成 年度 特別及び企業会計、組合

総
合
計
画

政 策 心豊かな教育と文化に包まれた、ゆとりある暮らし 会計区分

施 策 学校教育 教育費

事業コード 462503

基本政策 生きる力をはぐくむ教育の充実 一般会計 （中事業名）※予算書事業名

教育振興費

小 施 策 義務教育 教育総務費 （小事業名）

重点施策コード 教育振興費 ｢総合的な学習」推進事業

事業概要 めざす効果（事業目的）

市内全小中学校において、小学校３年生以上の学年で、毎週３時間程度の学習
を行う。学習内容としては、地域の特色を生かし、学校の創意工夫を持って行う
ため、地域のゲストティーチャ―を招いたり、調査に出向き、調べたことを発表す
ることなどにより、児童生徒の「生きる力」の育成につなげていく。

この事業を推進していくことによって、学校と地域の
連携が強化されるとともに、児童生徒が、自ら調査し
たり、聞き取り学習をしたり、体験学習をしたりするこ
とで、児童生徒の「生きる力」の育成につなげていけ
る。

平成22年度
（実績・決算見込）

平成23年度
(計画・作成時予算額)

現在の実施手法（複数選択可）

市が直接実施

主な事業の
実績・計画

[事業内容（事業量）・事業費] [事業内容（事業量）・事業費] 業務委託（全部・一部）により実施

・ゲストティーチャーを招いて
の聴き取り学習、体験学習
・ゲストティーチャーへの報償
費
・体験学習に必要な材料費

・ゲストティーチャーを招いて
の聴き取り学習、体験学習
・ゲストティーチャーへの報償
費
・体験学習に必要な材料費

指定管理

補助金・交付金

平成24年度
（計画）

平成25年度
（計画）

平成26年度
（計画）

地域の特性を生
かして学校の創意
工夫を持って行う
ため、地域のゲス
トティーチャーを招
いたり、地域に調
査に出向き、調べ
たことをまとめ、発
表する。

地域の特性を生
かして学校の創意
工夫を持って行う
ため、地域のゲス
トティーチャーを招
いたり、地域に調
査に出向き、調べ
たことをまとめ、発
表する。

地域の特性を生
かして学校の創意
工夫を持って行う
ため、地域のゲス
トティーチャーを招
いたり、地域に調
査に出向き、調べ
たことをまとめ、発
表する。

1,135千円 1,135千円1,135千円 1,135千円①直接事業費 1,135千円

財
源
内
訳

(

千
円

)

国庫支出金

その他（　　　）

県支出金

地方債

一般財源 (0) 1,135 1,135 1,135 1,135 1,135

職員 0.10人 0.10人 0.10人 0.10人 0.10人

臨時職員等 0.02人 0.02人 0.02人 0.02人 0.02人

(0千円) 764千円 764千円 764千円 764千円 764千円

1,899千円 1,899千円 1,899千円

※概算人件費②は、人工数に便宜上、1人当たり年間平均人件費（市一般会計全体、共済費を含む額）を乗じた数値を記載しています。
※平成22年度の（　　）内の数値は、21年度からの繰越事業費で、外数で記載しています。
※企業会計の財源内訳の一般財源欄は、一般会計繰入金を記載しています。
※平成24年度以降の計画（内容及び総事業費）については、予定であり確定したものではありません。

(0千円) 1,899千円 1,899千円
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（平成23年7月作成）

５．主な事業指標と成果

６．事業を取り巻く環境

７．担当室による点検 ［事務事業をより良く（最適化）するために］　

 ①協働等は実践していますか  ②協働等の主な相手先について

 ③協働等の主な形態について（現在および今後の可能性）  ④協働等の今後の取組について

(2)（現在の事業費の範囲で）効果を高める方法や工夫等を、さらに図ることができますか

(3)事業効果を一層高めるため、他の事務事業との連携や統合を図ることができますか

(4)新たな財源確保や事業に係る負担の見直し等を、さらに図ることができますか

(5)その他、有効性や効率性を高めるための工夫や取組を図ることができますか

８．今後の事務事業の方向（点検を踏まえた担当室による内部評価）

　総合評価（事業の展開方法）

事業指標名 単位
H.20

（現状値）
H.21 H.22 H.23 H.24

活動指標
目標

招聘したゲストティーチャーの総数 人
- 215 215

実績 - 180 215

-
成果指標

目標
学校に満足している児童生徒の割合 ％

90.0

実績 88.1 87.0 89.5

- - -

目標

実績

考察及び今後
の対応方針

地域に調査に出向き、調べたことを発表したり、ゲストティチャーを招いての聴き取り学習が定着してきている。
今後も地域の特性を生かし、学校の創意工夫による事業の推進を図っていく。

事業環境の今後の変化
（対象者やニーズ、法令・制度の改正等）

市民・事業関係者・団体等からのこれまでの主な意見

地域のゲストティーチャーを招いたり、地域に調査に出向き、
調べたことを発表していくための諸経費が不十分になってき
ている。

（1）協働の取組（「新しい公」の推進）

実践していないが、今後可能性がある 現時点で相手先は確定していない

補助・助成 今後、取組み予定

備考欄（工夫・改善等を記載）

できる

検討の余地がある

新たな財源確保や事業に係る負担の見直しは困難である

検討の余地がある

特記事項

継続（事務改善）

（1）短期的な（平成23年度）事務事業の工夫・改善など

予算をより有効活用できるように、予算書の項目を一部変更した。

（2）「継続（現行）」の理由、中長期的な（平成24年度以降）事務事業の工夫・改善など

事業がより充実したものとなるよう、また予算をより有効活用できるような工夫をしてい
く。
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（平成23年7月作成）

事務事業シート（実施計画事前基礎シート）

○

１．事務事業の位置付け ２．予算区分

4

1

1 款

2 項

目

３．事務事業の概要

４．総合計画の目標達成に向けた主な事業の実績・計画

○

その他 （ ）

人
工
数

②概算人件費

①+②総事業費

(H.23)No.

担当部局名 担当室名 室長名 連絡先

新・継 事業期間

1132 (H.22)No. 1132

事務事業名 ふるさと学習充実事業
事
業
区
分

(

複
数
選
択
可

)

ソフト施策事業

扶助費

補助金交付金

投資事業

教育委員会事務局 学校教育室 西山嘉一 63-7882 施設等維持管理

根拠法令等 内部管理事務

継続 平成 年度～ 平成 年度 特別及び企業会計、組合

総
合
計
画

政 策 心豊かな教育と文化に包まれた、ゆとりある暮らし 会計区分

施 策 学校教育 教育費

事業コード 465801

基本政策 生きる力をはぐくむ教育の充実 一般会計 （中事業名）※予算書事業名

ふるさと学習充実事業

小 施 策 義務教育 教育総務費 （小事業名）

重点施策コード 教育振興費 ふるさと学習充実事業

事業概要 めざす効果（事業目的）

「わたしたちの名張市」は、昭和36年の発行以来、社会科副読本として小学校３・
４年生の地域教材の中核を担っている。平成23年度には新学習指導要領のも
と、新しい教科書が使用される予定で、社会科副読本「わたしたちの名張市」も
本年度改訂委員会を立ち上げ、2年間の改訂検討期間を経て、平成24年4月か
らの使用を目指したい。

小学校３・４年生の地域学習の手引き書として、社会
科副読本「わたしたちの名張市」の発行を継続して行
う。

平成22年度
（実績・決算見込）

平成23年度
(計画・作成時予算額)

現在の実施手法（複数選択可）

市が直接実施

主な事業の
実績・計画

[事業内容（事業量）・事業費] [事業内容（事業量）・事業費] 業務委託（全部・一部）により実施

改訂委員会（全体会5回・総務
企画会1回・部会のべ17回）に
係る消耗品費91,000円

改訂委員会（全体会3回・総務
企画会1回・部会のべ6回）を
行い、改訂作業を進める。

平成24・25年度使用の社会科
副読本の印刷を行う。（450円
×2500部）1,125,000円

指定管理

補助金・交付金

平成24年度
（計画）

平成25年度
（計画）

平成26年度
（計画）

平成26年・27年度
使用の社会科副
読本の印刷を行う
（増刷）

1,500千円(0千円) 91千円①直接事業費 1,125千円

財
源
内
訳

(

千
円

)

国庫支出金

その他（　　　）

県支出金

地方債

一般財源 (0) 91 1,125 0 1,500 0

職員 0.02人 0.04人 0.04人

臨時職員等 0.01人 0.01人

(0千円) 146千円 309千円 0千円 309千円 0千円

0千円 1,809千円 0千円

※概算人件費②は、人工数に便宜上、1人当たり年間平均人件費（市一般会計全体、共済費を含む額）を乗じた数値を記載しています。
※平成22年度の（　　）内の数値は、21年度からの繰越事業費で、外数で記載しています。
※企業会計の財源内訳の一般財源欄は、一般会計繰入金を記載しています。
※平成24年度以降の計画（内容及び総事業費）については、予定であり確定したものではありません。

(0千円) 237千円 1,434千円

1049



（平成23年7月作成）

５．主な事業指標と成果

６．事業を取り巻く環境

７．担当室による点検 ［事務事業をより良く（最適化）するために］　

 ①協働等は実践していますか  ②協働等の主な相手先について

 ③協働等の主な形態について（現在および今後の可能性）  ④協働等の今後の取組について

(2)（現在の事業費の範囲で）効果を高める方法や工夫等を、さらに図ることができますか

(3)事業効果を一層高めるため、他の事務事業との連携や統合を図ることができますか

(4)新たな財源確保や事業に係る負担の見直し等を、さらに図ることができますか

(5)その他、有効性や効率性を高めるための工夫や取組を図ることができますか

８．今後の事務事業の方向（点検を踏まえた担当室による内部評価）

　総合評価（事業の展開方法）

事業指標名 単位
H.20

（現状値）
H.21 H.22 H.23 H.24

活動指標
目標

社会科副読本印刷冊数 冊
- 1,700 - 2,500 -

実績 - 1,700 - -

-
成果指標

目標 小中学校の教育環境に満足している市民の
割合

％
62.0

実績 59.2 57.5 59.2

- - -

目標

実績

考察及び今後
の対応方針

順調に目標を達成できている。
引き続き、事業を推進し、より良い成果を得られるよう努める。

事業環境の今後の変化
（対象者やニーズ、法令・制度の改正等）

市民・事業関係者・団体等からのこれまでの主な意見

（1）協働の取組（「新しい公」の推進）

実践していない（適当ではない）（→④へ）

市が直接実施

備考欄（工夫・改善等を記載）

現在の手法が妥当である

現在の手法が妥当であり、連携や統合は困難である

新たな財源確保や事業に係る負担の見直しは困難である

困難である

特記事項

継続（現行）

（1）短期的な（平成23年度）事務事業の工夫・改善など

（2）「継続（現行）」の理由、中長期的な（平成24年度以降）事務事業の工夫・改善など

地域教材の手引き書として、「わたしたちの名張市」の発行は不可欠である。
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（平成23年7月作成）

事務事業シート（実施計画事前基礎シート）

○

１．事務事業の位置付け ２．予算区分

4

1

1 款

2 項

目

３．事務事業の概要

４．総合計画の目標達成に向けた主な事業の実績・計画

○

その他 （ ）

人
工
数

②概算人件費

①+②総事業費

(H.23)No.

担当部局名 担当室名 室長名 連絡先

新・継 事業期間

1133 (H.22)No. 1133

事務事業名 外国語活動実践研究事業
事
業
区
分

(

複
数
選
択
可

)

ソフト施策事業

扶助費

補助金交付金

投資事業

教育委員会事務局 学校教育室 西山嘉一 63-7882 施設等維持管理

根拠法令等 内部管理事務

継続 平成 年度～ 平成 年度 特別及び企業会計、組合

総
合
計
画

政 策 心豊かな教育と文化に包まれた、ゆとりある暮らし 会計区分

施 策 学校教育 教育費

事業コード 468001

基本政策 生きる力をはぐくむ教育の充実 一般会計 （中事業名）※予算書事業名

外国語活動実践研究事業

小 施 策 義務教育 教育総務費 （小事業名）

重点施策コード 教育振興費 外国語活動実践研究事業

事業概要 めざす効果（事業目的）

平成２０年３月に新学習指導要領が告示され、小学校５・６年生の外国語活動の
実施が明記された。本事業において、教材の活用の仕方の研究や教員スキル
アップ研修を行い、本格実施に向けたスムーズな移行を目指す。

外国語活動実施に向けて、各校への教材の支援と、
実践研究校の授業実践研究を先進的に行う。

平成22年度
（実績・決算見込）

平成23年度
(計画・作成時予算額)

現在の実施手法（複数選択可）

市が直接実施

主な事業の
実績・計画

[事業内容（事業量）・事業費] [事業内容（事業量）・事業費] 業務委託（全部・一部）により実施

小学校外国語活動本格実施
に向け、先進地視察をし、体
制づくりと指導に生かすととも
に、教員スキルアップ研修の
実施・各校への教材の支援等
を行った。
旅費5580円・消耗品費279000
円

小学校外国語活動の推進を
図るため、教員スキルアップ
研修を実施するとともに、ボラ
ンティア養成講座による地域
人材の育成及び外国語指導
支援員への謝金支払いによ
り、外国語活動の授業の充実
を目指す。
事業推進報償費574000円・旅
費18000円・消耗品費408000
円

指定管理

補助金・交付金

平成24年度
（計画）

平成25年度
（計画）

平成26年度
（計画）

教員スキルアップ
研修の実施・外国
語指導支援員の
育成・外国語指導
支援員への謝金
の支払い

教員スキルアップ
研修の実施・外国
語指導支援員の
育成・外国語指導
支援員への謝金
の支払い

教員スキルアップ
研修の実施・外国
語指導支援員の
育成・外国語指導
支援員への謝金
の支払い

1,000千円 1,000千円285千円 1,000千円①直接事業費 1,000千円

財
源
内
訳

(

千
円

)

国庫支出金

その他（　　　）

県支出金

地方債

一般財源 (0) 285 1,000 1,000 1,000 1,000

職員 0.10人 0.04人 0.04人 0.04人 0.04人

臨時職員等 0.01人 0.01人 0.01人 0.01人 0.01人

(0千円) 747千円 309千円 309千円 309千円 309千円

1,309千円 1,309千円 1,309千円

※概算人件費②は、人工数に便宜上、1人当たり年間平均人件費（市一般会計全体、共済費を含む額）を乗じた数値を記載しています。
※平成22年度の（　　）内の数値は、21年度からの繰越事業費で、外数で記載しています。
※企業会計の財源内訳の一般財源欄は、一般会計繰入金を記載しています。
※平成24年度以降の計画（内容及び総事業費）については、予定であり確定したものではありません。

(0千円) 1,032千円 1,309千円
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（平成23年7月作成）

５．主な事業指標と成果

６．事業を取り巻く環境

７．担当室による点検 ［事務事業をより良く（最適化）するために］　

 ①協働等は実践していますか  ②協働等の主な相手先について

 ③協働等の主な形態について（現在および今後の可能性）  ④協働等の今後の取組について

(2)（現在の事業費の範囲で）効果を高める方法や工夫等を、さらに図ることができますか

(3)事業効果を一層高めるため、他の事務事業との連携や統合を図ることができますか

(4)新たな財源確保や事業に係る負担の見直し等を、さらに図ることができますか

(5)その他、有効性や効率性を高めるための工夫や取組を図ることができますか

８．今後の事務事業の方向（点検を踏まえた担当室による内部評価）

　総合評価（事業の展開方法）

事業指標名 単位
H.20

（現状値）
H.21 H.22 H.23 H.24

活動指標
目標

ＡＬＴの配置数 人
3.0

実績 2.0 2.0 2.0

-
成果指標

目標 小中学校の教育環境に満足している市民の
割合

％
62.0

実績 59.2 57.5 59.2

- - -

目標

実績

考察及び今後
の対応方針

順調に目標を達成できている。
引き続き、事業を推進し、より良い成果を得られるように努める。

事業環境の今後の変化
（対象者やニーズ、法令・制度の改正等）

市民・事業関係者・団体等からのこれまでの主な意見

平成23年度より小学校学習指導要領本格実施され、小学校
外国語活動の導入された。外国語活動は、国際社会を生き
抜く子どもたちの育成にとってたいへん重要である。来年度
以降も、この事業の予算確保が必要である。

（1）協働の取組（「新しい公」の推進）

実践していない（適当ではない）（→④へ）

市が直接実施

備考欄（工夫・改善等を記載）

現在の手法が妥当である

現在の手法が妥当であり、連携や統合は困難である

新たな財源確保や事業に係る負担の見直しは困難である

困難である

特記事項

継続（現行）

（1）短期的な（平成23年度）事務事業の工夫・改善など

（2）「継続（現行）」の理由、中長期的な（平成24年度以降）事務事業の工夫・改善など

小学校外国語活動の導入を受け、さらなる教職員のスキルアップのための研修と教材
の充実のため、本事業は継続していく必要がある。
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（平成23年7月作成）

事務事業シート（実施計画事前基礎シート）

○

22

１．事務事業の位置付け ２．予算区分

4

1

1 款

2 項

目

３．事務事業の概要

４．総合計画の目標達成に向けた主な事業の実績・計画

○

その他 （ ）

※概算人件費②は、人工数に便宜上、1人当たり年間平均人件費（市一般会計全体、共済費を含む額）を乗じた数値を記載しています。
※平成22年度の（　　）内の数値は、21年度からの繰越事業費で、外数で記載しています。
※企業会計の財源内訳の一般財源欄は、一般会計繰入金を記載しています。
※平成24年度以降の計画（内容及び総事業費）については、予定であり確定したものではありません。

(0千円) 546千円 503千円

163千円 163千円

643千円 643千円 643千円

(0千円) 163千円 107千円 163千円

0.02人 0.02人 0.02人

臨時職員等 0.01人 0.02人 0.01人 0.01人 0.01人

職員 0.02人 0.01人

一般財源 (0) 383 396 480 480 480

県支出金

地方債

480千円①直接事業費 396千円

財
源
内
訳

(

千
円

)

国庫支出金

その他（　　　） 0

480千円 480千円383千円

平成25年度
（計画）

平成26年度
（計画）

学校生活支援ボラ
ンティアの登録を
行い、各校の学校
生活支援ボラン
ティア活動の支援
を行う。（コーディ
ネーター２２名）

学校生活支援ボラ
ンティアの登録を
行い、各校の学校
生活支援ボラン
ティア活動の支援
を行う。（コーディ
ネーター２２名）

学校生活支援ボラ
ンティアの登録を
行い、各校の学校
生活支援ボラン
ティア活動の支援
を行う。（コーディ
ネーター２２名）

主な事業の
実績・計画

[事業内容（事業量）・事業費] [事業内容（事業量）・事業費] 業務委託（全部・一部）により実施

・報償費　　　 11千円
・旅費            13千円
・消耗品費   359千円

・報償費（コーディネーター養
成研修講師報償費１０千円×
３回）30千円
・消耗品費（１５千円×２２校
＋事務局３６千円）366千円

指定管理

補助金・交付金

平成24年度
（計画）

平成22年度
（実績・決算見込）

平成23年度
(計画・作成時予算額)

現在の実施手法（複数選択可）

市が直接実施

事業概要 めざす効果（事業目的）

市内各小中学校が、より身近で親しみやすい開かれた学校づくりをめざして取り
組むために、地域の人々や保護者の様々な特技や趣味を活かして、学校教育を
より充実するための事業です。

市として、ボランティアを募集・登録し、学校からの要
望により派遣し、各学校におけるボランティア活動の
活性化を図ります。ボランティア研修を主に担う学校
ボランティアパートナーシップ事業と連携し、より裾野
が広がる取組を進めていきます。

重点施策コード 教育振興費 学校支援ボランティア推進事業

学校支援ボランティア推進事業

小 施 策 義務教育 教育総務費 （小事業名）

事業コード 465401

基本政策 生きる力をはぐくむ教育の充実 一般会計 （中事業名）※予算書事業名
総
合
計
画

政 策 心豊かな教育と文化に包まれた、ゆとりある暮らし 会計区分

施 策 学校教育 教育費

根拠法令等 内部管理事務

継続 平成 年度～ 平成 年度 特別及び企業会計、組合

投資事業

教育委員会事務局 学校教育室 西山嘉一 63-7882 施設等維持管理

1134 (H.22)No. 1134

事務事業名 学校支援ボランティア推進事業
事
業
区
分

(

複
数
選
択
可

)

ソフト施策事業

扶助費

補助金交付金

人
工
数

②概算人件費

①+②総事業費

(H.23)No.

担当部局名 担当室名 室長名 連絡先

新・継 事業期間
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（平成23年7月作成）

５．主な事業指標と成果

６．事業を取り巻く環境

７．担当室による点検 ［事務事業をより良く（最適化）するために］　

 ①協働等は実践していますか  ②協働等の主な相手先について

 ③協働等の主な形態について（現在および今後の可能性）  ④協働等の今後の取組について

(2)（現在の事業費の範囲で）効果を高める方法や工夫等を、さらに図ることができますか

(3)事業効果を一層高めるため、他の事務事業との連携や統合を図ることができますか

(4)新たな財源確保や事業に係る負担の見直し等を、さらに図ることができますか

(5)その他、有効性や効率性を高めるための工夫や取組を図ることができますか

８．今後の事務事業の方向（点検を踏まえた担当室による内部評価）

　総合評価（事業の展開方法） 特記事項

継続（拡大）

（1）短期的な（平成23年度）事務事業の工夫・改善など

（2）「継続（現行）」の理由、中長期的な（平成24年度以降）事務事業の工夫・改善など

今後、全小中学校へ、学校支援地域本部を設置する。

新たな財源確保や事業に係る負担の見直しは困難である

困難である

現在の手法が妥当である

現在の手法が妥当であり、連携や統合は困難である

その他 今後、取組み予定

備考欄（工夫・改善等を記載）

国の学校支援地域本部事業の予算が来年度、補助事業とな
る可能性がある。国の動向によっては、各校の学校生活支援
地域本部の組織作りのために、市単事業としての予算確保
が必要となる可能性がある。

学校を支援する地域の組織と、学校との連携・協同をすすめてい
きたい。

（1）協働の取組（「新しい公」の推進）

実践している 現時点で相手先は確定していない

考察及び今後
の対応方針

ボランティア活動をコーディネートするコーディネーターの養成を行い、各校の学校生活支援ボランティアの活動
体制を構築していく。

事業環境の今後の変化
（対象者やニーズ、法令・制度の改正等）

市民・事業関係者・団体等からのこれまでの主な意見

62.0

実績 59.2 57.5 59.2

- - - -
成果指標

目標 小中学校の教育環境に満足している市民の
割合

％

22

実績 0 1 9

- - 10 15
活動指標

目標
コーディネーター数 人

550 550

実績 509 530 613

H.22 H.23 H.24

活動指標
目標

ボランティア登録者数 人
- - 550

事業指標名 単位
H.20

（現状値）
H.21
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（平成23年7月作成）

事務事業シート（実施計画事前基礎シート）

○

18 24

１．事務事業の位置付け ２．予算区分

4

1

1 款

2 項

目

３．事務事業の概要

４．総合計画の目標達成に向けた主な事業の実績・計画

○

その他 （ ）

人
工
数

②概算人件費

①+②総事業費

(H.23)No.

担当部局名 担当室名 室長名 連絡先

新・継 事業期間

1135 (H.22)No. 1135

事務事業名 学校図書館教育充実事業
事
業
区
分

(

複
数
選
択
可

)

ソフト施策事業

扶助費

補助金交付金

投資事業

教育委員会事務局 学校教育室 西山嘉一 63-7882 施設等維持管理

根拠法令等 内部管理事務

継続 平成 年度～ 平成 年度 特別及び企業会計、組合

総
合
計
画

政 策 心豊かな教育と文化に包まれた、ゆとりある暮らし 会計区分

施 策 学校教育 教育費

事業コード 462507

基本政策 生きる力をはぐくむ教育の充実 一般会計 （中事業名）※予算書事業名

教育振興費

小 施 策 義務教育 教育総務費 （小事業名）

重点施策コード 教育振興費 学校図書館教育充実事業

事業概要 めざす効果（事業目的）

市単独での専任の司書教諭を配置することが困難なため、その業務を補う人材
として地域のボランティアを養成する。図書管理ソフトを本年度さらに２校導入す
ることにより、図書館業務を段階的にめざす。学校図書館充実事業推進校を小学
校３校、中学校１校指定し、学校図書館支援員を重点的に派遣することで、名張
市の学校図書館の充実を図る。

このモデル事業を実施することにより、積極的にボラ
ンティアの育成を図ることにつながるとともに、図書管
理ソフトを導入することで、検索や貸し出しがスムー
ズになり、児童生徒の図書利用促進ひいては、図書
館教育、読書活動の充実につなげることができる。

平成22年度
（実績・決算見込）

平成23年度
(計画・作成時予算額)

現在の実施手法（複数選択可）

市が直接実施

主な事業の
実績・計画

[事業内容（事業量）・事業費] [事業内容（事業量）・事業費] 業務委託（全部・一部）により実施

報償費：事業推進報償費15千
円
消耗品費：バーコード用ラベル
等、モデル校用消耗品費、学
校図書館支援員活用消耗品
費　200千円
修繕料：70千円
使用料及び賃借料：梅が丘小
学校図書館ソフト使用料等57
千円

報償費：事業推進報償費80千
円
消耗品費：バーコード用ラベ
ル等、モデル校用消耗品費、
学校図書館支援員活用消耗
品費　200千円
修繕料：119千円
使用料及び賃借料：梅が丘小
学校図書館ソフト使用料等57
千円

指定管理

補助金・交付金

平成24年度
（計画）

平成25年度
（計画）

平成26年度
（計画）

報償費：事業推進
報償費、消耗品
費：モデル校用消
耗品費、学校図書
館支援員活用消
耗品費、修繕料、
使用料及び賃借
料

0千円 0千円341千円 555千円①直接事業費 555千円

財
源
内
訳

(

千
円

)

国庫支出金

その他（　　　）

県支出金

地方債

一般財源 (0) 341 555 555 0 0

職員 0.10人 0.05人 0.05人

臨時職員等 0.01人 0.01人 0.01人

(0千円) 747千円 382千円 382千円 0千円 0千円

937千円 0千円 0千円

※概算人件費②は、人工数に便宜上、1人当たり年間平均人件費（市一般会計全体、共済費を含む額）を乗じた数値を記載しています。
※平成22年度の（　　）内の数値は、21年度からの繰越事業費で、外数で記載しています。
※企業会計の財源内訳の一般財源欄は、一般会計繰入金を記載しています。
※平成24年度以降の計画（内容及び総事業費）については、予定であり確定したものではありません。

(0千円) 1,088千円 937千円
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（平成23年7月作成）

５．主な事業指標と成果

６．事業を取り巻く環境

７．担当室による点検 ［事務事業をより良く（最適化）するために］　

 ①協働等は実践していますか  ②協働等の主な相手先について

 ③協働等の主な形態について（現在および今後の可能性）  ④協働等の今後の取組について

(2)（現在の事業費の範囲で）効果を高める方法や工夫等を、さらに図ることができますか

(3)事業効果を一層高めるため、他の事務事業との連携や統合を図ることができますか

(4)新たな財源確保や事業に係る負担の見直し等を、さらに図ることができますか

(5)その他、有効性や効率性を高めるための工夫や取組を図ることができますか

８．今後の事務事業の方向（点検を踏まえた担当室による内部評価）

　総合評価（事業の展開方法）

事業指標名 単位
H.20

（現状値）
H.21 H.22 H.23 H.24

活動指標
目標 学校図書管理ソフトの導入校数

（　）内は、Ｗｉｎ書庫の導入校
校

- - - - -

実績 4(1) 6(3) 6(3)

-
成果指標

目標 小中学校の教育環境に満足している市民の
割合

％
62.0

実績 59.2 57.5 59.2

- - -

目標

実績

考察及び今後
の対応方針

順調に目標を達成できている。
引き続き、事業を推進し、より良い成果を得られるよう努める。

事業環境の今後の変化
（対象者やニーズ、法令・制度の改正等）

市民・事業関係者・団体等からのこれまでの主な意見

図書館管理ソフトを導入してきているが、ＰＣのリース切れ、セ
キュリティ、登録のための人的保障など、長期的に見て、予算
措置を含めた計画の見直しが必要である。

（1）協働の取組（「新しい公」の推進）

実践していない（適当ではない）（→④へ）

今後、取組み予定

備考欄（工夫・改善等を記載）
図書館管理ソフトを導入してきているが、Ｐ
Ｃのリース切れ、セキュリティ、登録のため
の人的保障など、長期的に見て、予算措
置を含めた計画の見直しが必要である。

検討の余地がある

市立図書館と連携し、ハード面、人的
配置など検討していけないか。検討の余地がある

新たな財源確保や事業に係る負担の見直しは困難である

図書館管理ソフトを導入してきているが、Ｐ
Ｃのリース切れ、セキュリティ、登録のため
の人的保障など、長期的に見て、予算措
置を含めた計画の見直しが必要である。

検討の余地がある

特記事項

継続（事務改善）

（1）短期的な（平成23年度）事務事業の工夫・改善など

図書館管理ソフトを導入してきているが、ＰＣのリース切れ、セキュリティ、登録のための
人的保障など、長期的に見て、予算措置を含めた計画の見直しを進める。

（2）「継続（現行）」の理由、中長期的な（平成24年度以降）事務事業の工夫・改善など

全小中学校のＰＣを入れ替え図書管理ソフトを配置し、セキュリティも整え、最終的に市立
図書館とのネットワークも進めることができるように工夫する必要がある。
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（平成23年7月作成）

事務事業シート（実施計画事前基礎シート）

○

21 23

１．事務事業の位置付け ２．予算区分

4

1

1 款

2 項

目

３．事務事業の概要

４．総合計画の目標達成に向けた主な事業の実績・計画

○

その他 （ ）

※概算人件費②は、人工数に便宜上、1人当たり年間平均人件費（市一般会計全体、共済費を含む額）を乗じた数値を記載しています。
※平成22年度の（　　）内の数値は、21年度からの繰越事業費で、外数で記載しています。
※企業会計の財源内訳の一般財源欄は、一般会計繰入金を記載しています。
※平成24年度以降の計画（内容及び総事業費）については、予定であり確定したものではありません。

(0千円) 1,473千円 796千円

0千円 0千円

0千円 0千円 0千円

(0千円) 0千円 0千円 0千円

臨時職員等 0.01人 0.02人

職員 0.02人 0.02人

一般財源 (0) 0 0 0 0 0

県支出金 1,473

地方債

0千円①直接事業費 796千円

財
源
内
訳

(

千
円

)

国庫支出金

その他（　　　）

796

0千円 0千円1,473千円

平成25年度
（計画）

平成26年度
（計画）

主な事業の
実績・計画

[事業内容（事業量）・事業費] [事業内容（事業量）・事業費] 業務委託（全部・一部）により実施

学校図書館の整理
（消耗品費）

※ 教育総務室シート№1136を
参照　（賃金、共済費）

学校図書館の整理
（消耗品費）

※ 教育総務室シート№1136を
参照　（賃金、共済費）

指定管理

補助金・交付金

平成24年度
（計画）

平成22年度
（実績・決算見込）

平成23年度
(計画・作成時予算額)

現在の実施手法（複数選択可）

市が直接実施

事業概要 めざす効果（事業目的）

緊急雇用創出事業を活用し、学校図書館充実支援員を雇用し、
破損した図書の修繕、図書目録をフリーソフトに入力し、電子
データによる保存化を図る。

適切な図書を提供できる環境を全校で整えることが可
能になる。安定的雇用を提供することができる。

重点施策コード 教育振興費 学校図書館充実支援事業

学校図書館充実支援事業

小 施 策 義務教育 教育総務費 （小事業名）

事業コード 463201

基本政策 生きる力をはぐくむ教育の充実 一般会計 （中事業名）※予算書事業名
総
合
計
画

政 策 心豊かな教育と文化に包まれた、ゆとりある暮らし 会計区分

施 策 学校教育 教育費

根拠法令等 内部管理事務

継続 平成 年度～ 平成 年度 特別及び企業会計、組合

投資事業

教育委員会事務局 学校教育室 西山嘉一 63-7882 施設等維持管理

1137 (H.22)No. 1137

事務事業名
学校図書館充実支援事業（緊急雇用創出事業：学校
教育室）

事
業
区
分

(

複
数
選
択
可

)

ソフト施策事業

扶助費

補助金交付金

人
工
数

②概算人件費

①+②総事業費

(H.23)No.

担当部局名 担当室名 室長名 連絡先

新・継 事業期間

1057



（平成23年7月作成）

５．主な事業指標と成果

６．事業を取り巻く環境

７．担当室による点検 ［事務事業をより良く（最適化）するために］　

 ①協働等は実践していますか  ②協働等の主な相手先について

 ③協働等の主な形態について（現在および今後の可能性）  ④協働等の今後の取組について

(2)（現在の事業費の範囲で）効果を高める方法や工夫等を、さらに図ることができますか

(3)事業効果を一層高めるため、他の事務事業との連携や統合を図ることができますか

(4)新たな財源確保や事業に係る負担の見直し等を、さらに図ることができますか

(5)その他、有効性や効率性を高めるための工夫や取組を図ることができますか

８．今後の事務事業の方向（点検を踏まえた担当室による内部評価）

　総合評価（事業の展開方法） 特記事項

継続（現行）

（1）短期的な（平成23年度）事務事業の工夫・改善など

（2）「継続（現行）」の理由、中長期的な（平成24年度以降）事務事業の工夫・改善など

全学校で図書環境を整える必要がある。

新たな財源確保や事業に係る負担の見直しは困難である

困難である

現在の手法が妥当である

現在の手法が妥当であり、連携や統合は困難である

その他 今後、取組み予定

備考欄（工夫・改善等を記載）

（1）協働の取組（「新しい公」の推進）

実践していないが、今後可能性がある 現時点で相手先は確定していない

考察及び今後
の対応方針

順調に整理が進んでいる。
引き続き、事業を推進していきたい。

事業環境の今後の変化
（対象者やニーズ、法令・制度の改正等）

市民・事業関係者・団体等からのこれまでの主な意見

実績

目標

62.0

実績 59.2 57.5 59.2

- - - -
成果指標

目標 小中学校の教育環境に満足している市民の割
合

％

8 8

実績 - 6 8

H.22 H.23 H.24

活動指標
目標

学校図書館充実支援員 人
- - -

事業指標名 単位
H.20

（現状値）
H.21

1058



（平成23年7月作成）

事務事業シート（実施計画事前基礎シート）

○

20 22

１．事務事業の位置付け ２．予算区分

4

1

1 款

2 項

目

３．事務事業の概要

４．総合計画の目標達成に向けた主な事業の実績・計画

その他 （ ）

※概算人件費②は、人工数に便宜上、1人当たり年間平均人件費（市一般会計全体、共済費を含む額）を乗じた数値を記載しています。
※平成22年度の（　　）内の数値は、21年度からの繰越事業費で、外数で記載しています。
※企業会計の財源内訳の一般財源欄は、一般会計繰入金を記載しています。
※平成24年度以降の計画（内容及び総事業費）については、予定であり確定したものではありません。

(0千円) 1,347千円 0千円

(0千円) 747千円 0千円 0千円 0千円 0千円

0千円 0千円 0千円

臨時職員等 0.01人

職員 0.10人

一般財源 (0) 0 0 0 0 0

県支出金 600

地方債

600千円

国庫支出金

主な事業の
実績・計画

[事業内容（事業量）・事業費] [事業内容（事業量）・事業費]

財
源
内
訳

(

千
円

)

その他（　　　）

①直接事業費

平成23年度
(計画・作成時予算額)

現在の実施手法（複数選択可）

市が直接実施

指定管理

補助金・交付金

平成24年度
（計画）

平成25年度
（計画）

平成26年度
（計画）

業務委託（全部・一部）により実施

・実践研究推進協議会の開催
（年間4回開催）
・研究発表会の開催（1回11
月）
・研修会の実施に関する報償
費（196千円）
・先進地視察等旅費（42千円）
・標準学力検査費等需用費
（262千円）
・印刷製本費（100千円）

重点施策コード 教育振興費 学力向上小中連携事業

　自ら追究し、なかまと高め合う児童・生徒の育成をめざして、算数・数学科にお
ける小中連携を通した取組を行う。
　特に、重点として、基礎学力の充実と活用力の育成のための実践、話し合い活
動を生かした指導法についての実践、小中連携の効果的なあり方についての実
践、学習習慣確立のための実践などについて研究を深めたい。

　赤目小学校、箕曲小学校、赤目中学校が、小中の
連携を深め、教材研究や授業研究を合同で行ったり
児童生徒の学習状況を共有したりするなどの工夫を
し、学力の向上のための効果的な指導方法の改善を
図ることを目指す。

平成22年度
（実績・決算見込）

基本政策 生きる力をはぐくむ教育の充実 一般会計

事業概要 めざす効果（事業目的）

義務教育 教育総務費 （小事業名）

学力充実事業

小 施 策

事業コード 466202

（中事業名）※予算書事業名
総
合
計
画

政 策 心豊かな教育と文化に包まれた、ゆとりある暮らし 会計区分

施 策 学校教育 教育費

根拠法令等 内部管理事務

平成 年度～ 平成 年度 特別及び企業会計、組合

投資事業

教育委員会事務局 学校教育室 西山　嘉一 63-7882 施設等維持管理

1140 (H.22)No. 1140

事務事業名 学力向上小中連携事業
事
業
区
分

(

複
数
選
択
可

)

ソフト施策事業

扶助費

補助金交付金

人
工
数

②概算人件費

①+②総事業費

(H.23)No.

担当部局名 担当室名 室長名 連絡先

新・継 事業期間

1059



（平成23年7月作成）

５．主な事業指標と成果

６．事業を取り巻く環境

７．担当室による点検 ［事務事業をより良く（最適化）するために］　

 ①協働等は実践していますか  ②協働等の主な相手先について

 ③協働等の主な形態について（現在および今後の可能性）  ④協働等の今後の取組について

(2)（現在の事業費の範囲で）効果を高める方法や工夫等を、さらに図ることができますか

(3)事業効果を一層高めるため、他の事務事業との連携や統合を図ることができますか

(4)新たな財源確保や事業に係る負担の見直し等を、さらに図ることができますか

(5)その他、有効性や効率性を高めるための工夫や取組を図ることができますか

８．今後の事務事業の方向（点検を踏まえた担当室による内部評価）

　総合評価（事業の展開方法） 特記事項

（1）短期的な（平成23年度）事務事業の工夫・改善など

（2）「継続（現行）」の理由、中長期的な（平成24年度以降）事務事業の工夫・改善など

今後は、全ての中学校区単位を中心として、連携を進める事
が求められる。

学力向上の充実や中１プロブレムの問題もあり、9年間を見通し
た教育が期待される。

（1）協働の取組（「新しい公」の推進）

備考欄（工夫・改善等を記載）

考察及び今後
の対応方針

　小中連携は、学力向上・児童生徒理解の視点から、今後、一層の充実に努める。

事業環境の今後の変化
（対象者やニーズ、法令・制度の改正等）

市民・事業関係者・団体等からのこれまでの主な意見

目標

実績

90.0

実績 88.1 87.0 89.5

- - - -
成果指標

目標
学校に満足している児童生徒の割合 ％

-

実績 3 5 6 - -

-

H.22 H.23 H.24

活動指標
目標

実践研究推進協議会の開催 回
4 4 4

事業指標名 単位
H.20

（現状値）
H.21

1060



（平成23年7月作成）

事務事業シート（実施計画事前基礎シート）

○

21 22

１．事務事業の位置付け ２．予算区分

4

1

1 款

2 項

目

３．事務事業の概要

４．総合計画の目標達成に向けた主な事業の実績・計画

その他 （ ）

※概算人件費②は、人工数に便宜上、1人当たり年間平均人件費（市一般会計全体、共済費を含む額）を乗じた数値を記載しています。
※平成22年度の（　　）内の数値は、21年度からの繰越事業費で、外数で記載しています。
※企業会計の財源内訳の一般財源欄は、一般会計繰入金を記載しています。
※平成24年度以降の計画（内容及び総事業費）については、予定であり確定したものではありません。

(0千円) 658千円 0千円

(0千円) 528千円 0千円 0千円 0千円 0千円

0千円 0千円 0千円

臨時職員等 0.01人

職員 0.07人

一般財源 (0) 0 0 0 0 0

県支出金 130

地方債

130千円

国庫支出金

主な事業の
実績・計画

[事業内容（事業量）・事業費] [事業内容（事業量）・事業費]

財
源
内
訳

(

千
円

)

その他（　　　）

①直接事業費

平成23年度
(計画・作成時予算額)

現在の実施手法（複数選択可）

市が直接実施

指定管理

補助金・交付金

平成24年度
（計画）

平成25年度
（計画）

平成26年度
（計画）

業務委託（全部・一部）により実施

蔵持小学校と梅が丘小学校を
拠点校として、実践的な研究
を進めた。
・授業方法や評価方法の工
夫・改善研究
・校内研修会講師報償費（100
千円）
・教材作成費（30千円）

重点施策コード 教育振興費 学力充実事業

　市内各学校において、児童生徒の学力の定着や向上を図るうえでさまざまな
課題がある中、蔵持小学校と梅が丘小学校の２校を拠点校としながら、教師の
授業方法や評価方法等の工夫・改善を図っていく。
　特に、主体的な学びに必要な基礎・基本の習得や目的意識の育成、コミュニ
ケーション力を向上させるための授業形態等の見直しを行い、授業改善を積極
的に行う。

　学び合い高め合うことの普遍的な価値を見いだし、
学級・学校全体としての学力の一層の充実を図り、授
業改善の方法について市内各学校へも広げる。

平成22年度
（実績・決算見込）

基本政策 生きる力をはぐくむ教育の充実 一般会計

事業概要 めざす効果（事業目的）

義務教育 教育総務費 （小事業名）

学力充実事業

小 施 策

事業コード 466201

（中事業名）※予算書事業名
総
合
計
画

政 策 心豊かな教育と文化に包まれた、ゆとりある暮らし 会計区分

施 策 学校教育 教育費

根拠法令等 内部管理事務

平成 年度～ 平成 年度 特別及び企業会計、組合

投資事業

教育委員会事務局 学校教育室 西山　嘉一 63-7882 施設等維持管理

1141 (H.22)No. 1141

事務事業名 学力充実事業
事
業
区
分

(

複
数
選
択
可

)

ソフト施策事業

扶助費

補助金交付金

人
工
数

②概算人件費

①+②総事業費

(H.23)No.

担当部局名 担当室名 室長名 連絡先

新・継 事業期間

1061



（平成23年7月作成）

５．主な事業指標と成果

６．事業を取り巻く環境

７．担当室による点検 ［事務事業をより良く（最適化）するために］　

 ①協働等は実践していますか  ②協働等の主な相手先について

 ③協働等の主な形態について（現在および今後の可能性）  ④協働等の今後の取組について

(2)（現在の事業費の範囲で）効果を高める方法や工夫等を、さらに図ることができますか

(3)事業効果を一層高めるため、他の事務事業との連携や統合を図ることができますか

(4)新たな財源確保や事業に係る負担の見直し等を、さらに図ることができますか

(5)その他、有効性や効率性を高めるための工夫や取組を図ることができますか

８．今後の事務事業の方向（点検を踏まえた担当室による内部評価）

　総合評価（事業の展開方法） 特記事項

（1）短期的な（平成23年度）事務事業の工夫・改善など

（2）「継続（現行）」の理由、中長期的な（平成24年度以降）事務事業の工夫・改善など

指導方法の工夫・改善は、教師の質の向上に寄与し、学力
の向上につながるものである。そのために、名張市子ども教
育ビジョンの施策に位置づけ、市単独の事業として展開す
る。

保護者からは、教師の高い指導力が求められており、授業の質
の向上は今後も重要な課題である。

（1）協働の取組（「新しい公」の推進）

備考欄（工夫・改善等を記載）

考察及び今後
の対応方針

　指導方法の工夫改善のための研修を充実させ、児童生徒の学力が充実するよう、継続的な指導が必要であ
る。

事業環境の今後の変化
（対象者やニーズ、法令・制度の改正等）

市民・事業関係者・団体等からのこれまでの主な意見

目標

実績

90.0

実績 88.1 87.0 89.5

- - - -
成果指標

目標
学校に満足している児童生徒の割合 ％

-

実績 - 4 4 - -

-

H.22 H.23 H.24

活動指標
目標

講師招聘による校内研修会の回数 回
- 2 2

事業指標名 単位
H.20

（現状値）
H.21

1062



（平成23年7月作成）

事務事業シート（実施計画事前基礎シート）

○

１．事務事業の位置付け ２．予算区分

4

1

1 款

2 項

目

３．事務事業の概要

４．総合計画の目標達成に向けた主な事業の実績・計画

○

○

その他 （ ）

※概算人件費②は、人工数に便宜上、1人当たり年間平均人件費（市一般会計全体、共済費を含む額）を乗じた数値を記載しています。
※平成22年度の（　　）内の数値は、21年度からの繰越事業費で、外数で記載しています。
※企業会計の財源内訳の一般財源欄は、一般会計繰入金を記載しています。
※平成24年度以降の計画（内容及び総事業費）については、予定であり確定したものではありません。

(0千円) 3,491千円 3,239千円

(0千円) 1,477千円 820千円 820千円 820千円 820千円

3,320千円 3,420千円 3,520千円

0.11人 0.11人 0.11人

臨時職員等 0.01人 0.01人 0.01人 0.01人 0.01人

職員 0.20人 0.11人

一般財源 (0) 1,690 2,419 2,500 2,600 2,700

県支出金 324

地方債

2,500千円 2,600千円 2,700千円2,014千円

国庫支出金

主な事業の
実績・計画

[事業内容（事業量）・事業費] [事業内容（事業量）・事業費]

財
源
内
訳

(

千
円

)

その他（　　　）

①直接事業費

・名張市「学力・体
力」調査活用検討
委員会
・交流会
・標準学力調査
・全国学力・学習
状況調査

・名張市「学力・体
力」調査活用検討
委員会
・交流会
・標準学力調査
・全国学力・学習
状況調査

・名張市「学力・体
力」調査活用検討
委員会
・交流会
・標準学力調査
・全国学力・学習
状況調査

2,419千円

平成23年度
(計画・作成時予算額)

現在の実施手法（複数選択可）

市が直接実施

・名張市「学力・体力」調査活
用検討委員会（年間5回開催）

・標準学力調査委託料（2419
千円）

指定管理

補助金・交付金

平成24年度
（計画）

平成25年度
（計画）

平成26年度
（計画）

業務委託（全部・一部）により実施

・名張市「学力・体力」調査活
用検討委員会（年間5回開催）
・交流会(年間2回開催)
・標準学力調査（972千円）
・全国学力・学習状況調査
(1042千円)

重点施策コード 教育振興費 基礎学力向上支援事業

平成１７年・１８年度に県の学力フォローアップ事業(1/3補助事業)を受けて、全児童
生徒対象に、標準学力検査を実施し、指導方法の改善に取り組んできた。その後、文
部科学省が、全国学力・学習状況調査を実施したが、国や県と協働で学力の向上を
図っていくため、市として小学校４年生で国語・算数、中学校で国語・数学の調査を毎
年継続的に実施し、義務教育期間中に、全ての児童生徒の学力が保障できるように
するため、必要最低限の条件となっている。そこで、県の学力調査研究事業(1/3補助
事業)を受けて実施してきたが、昨年度より、全国学力・学習状況調査が抽出調査と
なったため、抽出外の小中学校についても、採点業務や集計を業者に委託し、昨年
度までの全国学力・学習状況と同様の実施をしてきた。本年度、東日本大震災によ
り、全国学力学習状況調査が実質見送られることとなったことに加え、県の補助金事
業が打ち切られた。そのため、名張市子ども教育ビジョンの施策に位置づけ、市とし
て単独で、標準学力検査の実施を行い、指導方法改善に生かす。

国の施策に左右されることなく、標準学力調査を実施
することにより、各校の強み・弱みを把握する。また、
出てきた課題から基礎学力向上に取り組み、全ての
児童生徒の学力が保障できる。

平成22年度
（実績・決算見込）

基本政策 生きる力をはぐくむ教育の充実 一般会計

事業概要 めざす効果（事業目的）

義務教育 教育総務費 （小事業名）

基礎学力向上支援事業

小 施 策

事業コード 465101

（中事業名）※予算書事業名
総
合
計
画

政 策 心豊かな教育と文化に包まれた、ゆとりある暮らし 会計区分

施 策 学校教育 教育費

根拠法令等 内部管理事務

継続 平成 年度～ 平成 年度 特別及び企業会計、組合

投資事業

教育委員会事務局 学校教育室 西山嘉一 63-7882 施設等維持管理

1142 (H.22)No. 1142

事務事業名 基礎学力向上支援事業
事
業
区
分

(

複
数
選
択
可

)

ソフト施策事業

扶助費

補助金交付金

人
工
数

②概算人件費

①+②総事業費

(H.23)No.

担当部局名 担当室名 室長名 連絡先

新・継 事業期間
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（平成23年7月作成）

５．主な事業指標と成果

６．事業を取り巻く環境

７．担当室による点検 ［事務事業をより良く（最適化）するために］　

 ①協働等は実践していますか  ②協働等の主な相手先について

 ③協働等の主な形態について（現在および今後の可能性）  ④協働等の今後の取組について

(2)（現在の事業費の範囲で）効果を高める方法や工夫等を、さらに図ることができますか

(3)事業効果を一層高めるため、他の事務事業との連携や統合を図ることができますか

(4)新たな財源確保や事業に係る負担の見直し等を、さらに図ることができますか

(5)その他、有効性や効率性を高めるための工夫や取組を図ることができますか

８．今後の事務事業の方向（点検を踏まえた担当室による内部評価）

　総合評価（事業の展開方法） 特記事項

継続（現行）

（1）短期的な（平成23年度）事務事業の工夫・改善など

（2）「継続（現行）」の理由、中長期的な（平成24年度以降）事務事業の工夫・改善など

比較することにより検証していくため、しばらくは現行どおり継続していくことが必要であ
る。

現在の手法が妥当である

現在の手法が妥当であり、連携や統合は困難である

新たな財源確保や事業に係る負担の見直しは困難である

検討の余地がある

標準学力調査は、現在、小学校４年と中学校１年を対象に国
語・算数(数学)で実施しているが、過去に全小中学校を対象
にした経緯もあることから、今後、対象学年を全学年で実施し
ていきたい。

市民からは、名張市の学力についての関心が高く、全国学力・学
習状況調査の結果についても反響がある。

（1）協働の取組（「新しい公」の推進）

実践していない（適当ではない）（→④へ）

市が直接実施

備考欄（工夫・改善等を記載）

考察及び今後
の対応方針

学校において、学力向上に向けての取り組みが進んでいる。
引き続き、事業を推進し、より良い成果を得られるよう努める。

事業環境の今後の変化
（対象者やニーズ、法令・制度の改正等）

市民・事業関係者・団体等からのこれまでの主な意見

成果指標
目標

学校に満足している児童生徒の割合 ％
実績

- - - - 90.0

88.1 87.0 89.5

2

実績 - 1 2

- 1 2 2
活動指標

目標
交流会 回

5

実績 4 5 5

5

H.22 H.23 H.24

活動指標
目標 名張市「学力・体力」調査活用検討委員会の

開催
回

4 4 5

事業指標名 単位
H.20

（現状値）
H.21
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（平成23年7月作成）

事務事業シート（実施計画事前基礎シート）

○

22 22

１．事務事業の位置付け ２．予算区分

4

1

1 款

2 項

目

３．事務事業の概要

４．総合計画の目標達成に向けた主な事業の実績・計画

その他 （ ）

人
工
数

②概算人件費

①+②総事業費

(H.23)No.

担当部局名 担当室名 室長名 連絡先

新・継 事業期間

1144 (H.22)No. 1144

事務事業名 小学校学力定着事業
事
業
区
分

(

複
数
選
択
可

)

ソフト施策事業

扶助費

補助金交付金

投資事業

教育委員会事務局 学校教育室 西山　嘉一 63-7882 施設等維持管理

根拠法令等 内部管理事務

平成 年度～ 平成 年度 特別及び企業会計、組合

事業コード 466203

（中事業名）※予算書事業名
総
合
計
画

政 策 心豊かな教育と文化に包まれた、ゆとりある暮らし 会計区分

施 策 学校教育 教育費

基本政策 生きる力をはぐくむ教育の充実 一般会計

事業概要 めざす効果（事業目的）

義務教育 教育総務費 （小事業名）

学力充実事業

小 施 策

業務委託（全部・一部）により実施

・学力向上計画に基づく授業
実践や研修
・研修会の実施に関する報償
費（425千円）
・教材作成等需用費（62千円）

重点施策コード 教育振興費 小学校学力定着事業

　全国学力・学習状況調査結果や標準学力調査結果をふまえ、基礎的な知識・
技能の定着や活用力の育成をめざし、学力の定着と向上や学習状況に係る課
題の改善を図るための手だての研究を行う。
　学力調査活用検討委員会と連携し、各校の課題や児童の実態に応じた学力向
上計画を作成することにより、より重点を明確にした指導を工夫する。

　各小学校での実践や講師を招聘した研修での成果
や取組を中学校区単位で交流し、指導力の向上を図
ると共に、中学校との連携を見通した実践研究をめざ
す。
　学力向上計画書に沿った成果の検証を行い、今後
にもつなげていきたい。

平成22年度
（実績・決算見込）

平成23年度
(計画・作成時予算額)

現在の実施手法（複数選択可）

市が直接実施

指定管理

補助金・交付金

平成24年度
（計画）

平成25年度
（計画）

平成26年度
（計画）

国庫支出金

主な事業の
実績・計画

[事業内容（事業量）・事業費] [事業内容（事業量）・事業費]

財
源
内
訳

(

千
円

)

その他（　　　）

①直接事業費 487千円

県支出金 487

地方債

一般財源 (0) 0 0 0 0 0

職員 0.20人

臨時職員等 0.01人

0千円 0千円

0千円 0千円 0千円

(0千円) 1,477千円 0千円 0千円

※概算人件費②は、人工数に便宜上、1人当たり年間平均人件費（市一般会計全体、共済費を含む額）を乗じた数値を記載しています。
※平成22年度の（　　）内の数値は、21年度からの繰越事業費で、外数で記載しています。
※企業会計の財源内訳の一般財源欄は、一般会計繰入金を記載しています。
※平成24年度以降の計画（内容及び総事業費）については、予定であり確定したものではありません。

(0千円) 1,964千円 0千円
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（平成23年7月作成）

５．主な事業指標と成果

６．事業を取り巻く環境

７．担当室による点検 ［事務事業をより良く（最適化）するために］　

 ①協働等は実践していますか  ②協働等の主な相手先について

 ③協働等の主な形態について（現在および今後の可能性）  ④協働等の今後の取組について

(2)（現在の事業費の範囲で）効果を高める方法や工夫等を、さらに図ることができますか

(3)事業効果を一層高めるため、他の事務事業との連携や統合を図ることができますか

(4)新たな財源確保や事業に係る負担の見直し等を、さらに図ることができますか

(5)その他、有効性や効率性を高めるための工夫や取組を図ることができますか

８．今後の事務事業の方向（点検を踏まえた担当室による内部評価）

　総合評価（事業の展開方法）

事業指標名 単位
H.20

（現状値）
H.21 H.22 H.23 H.24

活動指標
目標 講師を招聘した学力向上のための研修会の

回数
（合同研修会を含む）

回
- - 10 -

実績 - - 17 - -

-

-
成果指標

目標 小・中学校の教育環境に満足している市民の
割合

％
62.0

実績 59.2 57.5 59.2

- - -

目標

実績

考察及び今後
の対応方針

　全国学力・学習状況調査や標準学力検査の結果について検証し、学力向上計画に基づいた指導の充実が望
まれる。

事業環境の今後の変化
（対象者やニーズ、法令・制度の改正等）

市民・事業関係者・団体等からのこれまでの主な意見

備考欄（工夫・改善等を記載）

　全国学力・学習状況調査結果や標準学力調査結果をふまえ、基礎的な
知識・技能の定着や活用力の育成をめざし、学力の定着と向上や学習状
況に係る課題の改善を図るための手だての研究を行う道筋ができてきて
いる。学力調査活用検討委員会と連携し、基礎学力向上実践事業に事
業を統合し、各校の課題や児童の実態に応じた学力向上計画を作成す
ることにより、より重点を明確にした指導を工夫する。

　各小学校での実践や講師を招聘した研修での成果や取組を中
学校区単位で交流し、指導力の向上を図ると共に、中学校との
連携を見通した実践研究をめざしていくことがさらに期待される。

（1）協働の取組（「新しい公」の推進）

特記事項

（1）短期的な（平成23年度）事務事業の工夫・改善など

（2）「継続（現行）」の理由、中長期的な（平成24年度以降）事務事業の工夫・改善など
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（平成23年7月作成）

事務事業シート（実施計画事前基礎シート）

○

１．事務事業の位置付け ２．予算区分

4

1

1 款

2 項

目

３．事務事業の概要

４．総合計画の目標達成に向けた主な事業の実績・計画

○

その他 （ ）

人
工
数

②概算人件費

①+②総事業費

(H.23)No.

担当部局名 担当室名 室長名 連絡先

新・継 事業期間

1147 (H.22)No. 1147

事務事業名 生徒指導充実推進事業
事
業
区
分

(

複
数
選
択
可

)

ソフト施策事業

扶助費

補助金交付金

投資事業

教育委員会事務局 学校教育室 西山嘉一 63-7882 施設等維持管理

根拠法令等 内部管理事務

継続 平成 年度～ 平成 年度 特別及び企業会計、組合

総
合
計
画

政 策 心豊かな教育と文化に包まれた、ゆとりある暮らし 会計区分

施 策 学校教育 教育費

事業コード 466601

基本政策 生きる力をはぐくむ教育の充実 一般会計 （中事業名）※予算書事業名

生徒指導充実推進事業

小 施 策 義務教育 教育総務費 （小事業名）

重点施策コード 教育振興費 生徒指導充実推進事業

事業概要 めざす効果（事業目的）

将来、社会に適応する子どもを育てる場として、学級集団や学年・学校の集団づ
くりを活かし、いじめや不登校が生まれない望ましい人間関係づくりを育てていく
取組を進めていく。また、特別支援が必要な児童生徒や、不登校や問題行動を
示す児童生徒の個別対応についても、集団の中での位置づけが大切であり、自
己有用感や他者理解を深め自己有用感を高める取組により、いじめの未然防止
を図っていくものである。

市内全児童生徒に対して、Q-U調査(学級の満足度を
調査する心理検査)を実施していくため、いじめや不
登校になりやすい児童生徒の早期発見や、学級の状
態を把握して改善していく取組を行うため、児童生徒
の学校に対する満足度が高まる。

平成22年度
（実績・決算見込）

平成23年度
(計画・作成時予算額)

現在の実施手法（複数選択可）

市が直接実施

主な事業の
実績・計画

[事業内容（事業量）・事業費] [事業内容（事業量）・事業費] 業務委託（全部・一部）により実施

・学級満足度調査活用検討委
員会（年間2回開催）
・教育相談担当者会（年間3回
開催）
・生徒指導推進部会（年間7回
開催）
・Ｑ－Ｕ調査（535千円）
・各校研修会の講師

・学級満足度調査活用検討委
員会（年間2回開催）
・教育相談担当者会（年間3回
開催）
・生徒指導推進部会（年間7回
開催）
・Ｑ－Ｕ調査（1,310千円）
・各校研修会の講師

指定管理

補助金・交付金

平成24年度
（計画）

平成25年度
（計画）

平成26年度
（計画）

・学級満足度調査活
用検討委員会（年間
2回開催）
・教育相談担当者会
（年間3回開催）
・生徒指導推進部会
（年間7回開催）
・Ｑ－Ｕ調査
・各校研修会の講師

・学級満足度調査活
用検討委員会（年間
2回開催）
・教育相談担当者会
（年間3回開催）
・生徒指導推進部会
（年間7回開催）
・Ｑ－Ｕ調査
・各校研修会の講師

・学級満足度調査活
用検討委員会（年間
2回開催）
・教育相談担当者会
（年間3回開催）
・生徒指導推進部会
（年間7回開催）
・Ｑ－Ｕ調査
・各校研修会の講師

1,350千円 1,350千円555千円 1,350千円①直接事業費 1,350千円

財
源
内
訳

(

千
円

)

国庫支出金

その他（　　　）

県支出金 555

地方債

一般財源 (0) 0 1,350 1,350 1,350 1,350

職員 0.25人 0.20人 0.20人 0.20人 0.20人

臨時職員等 0.01人 0.01人 0.01人 0.01人 0.01人

(0千円) 1,842千円 1,477千円 1,477千円 1,477千円 1,477千円

2,827千円 2,827千円 2,827千円

※概算人件費②は、人工数に便宜上、1人当たり年間平均人件費（市一般会計全体、共済費を含む額）を乗じた数値を記載しています。
※平成22年度の（　　）内の数値は、21年度からの繰越事業費で、外数で記載しています。
※企業会計の財源内訳の一般財源欄は、一般会計繰入金を記載しています。
※平成24年度以降の計画（内容及び総事業費）については、予定であり確定したものではありません。

(0千円) 2,397千円 2,827千円
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（平成23年7月作成）

５．主な事業指標と成果

６．事業を取り巻く環境

７．担当室による点検 ［事務事業をより良く（最適化）するために］　

 ①協働等は実践していますか  ②協働等の主な相手先について

 ③協働等の主な形態について（現在および今後の可能性）  ④協働等の今後の取組について

(2)（現在の事業費の範囲で）効果を高める方法や工夫等を、さらに図ることができますか

(3)事業効果を一層高めるため、他の事務事業との連携や統合を図ることができますか

(4)新たな財源確保や事業に係る負担の見直し等を、さらに図ることができますか

(5)その他、有効性や効率性を高めるための工夫や取組を図ることができますか

８．今後の事務事業の方向（点検を踏まえた担当室による内部評価）

　総合評価（事業の展開方法）

事業指標名 単位
H.20

（現状値）
H.21 H.22 H.23 H.24

活動指標
目標

学級満足度調査活用検討委員会の開催 回
1 1 2 2 2

実績 1 1 2

70
成果指標

目標 学級満足度調査による満足群にいる児童生
徒の割合

％
70

実績 - - 57

- - 70

目標

実績

考察及び今後
の対応方針

学校において、いごこちのよい学級集団づくりに向けての取り組みが進んでいる。
引き続き、事業を推進し、より良い成果を得られるよう努める。

事業環境の今後の変化
（対象者やニーズ、法令・制度の改正等）

市民・事業関係者・団体等からのこれまでの主な意見

Ｑ－Ｕ学力調査は、現在、検査用紙だけを購入し、結果の集
計や分析を手作業で行っている。今後、業者に委託していく
方向が望ましい。

市民からは、いじめに対する関心が高い。また、不登校について
も、平成１８年度から重点的に取り組んだ結果、ほぼ半減はした
ものの、依然として関心が高い分野である。(社会的にはニートの
問題につながる)

（1）協働の取組（「新しい公」の推進）

実践していない（適当ではない）（→④へ）

市が直接実施

備考欄（工夫・改善等を記載）

現在の手法が妥当である

現在の手法が妥当であり、連携や統合は困難である

新たな財源確保や事業に係る負担の見直しは困難である

検討の余地がある

特記事項

継続（現行）

（1）短期的な（平成23年度）事務事業の工夫・改善など

（2）「継続（現行）」の理由、中長期的な（平成24年度以降）事務事業の工夫・改善など

比較することにより検証していくため、しばらくは現行どおり継続していくことが必要であ
る。
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（平成23年7月作成）

事務事業シート（実施計画事前基礎シート）

○

22

１．事務事業の位置付け ２．予算区分

4

1

1 款

3 項

目

３．事務事業の概要

４．総合計画の目標達成に向けた主な事業の実績・計画

○

その他 （ ）

人
工
数

②概算人件費

①+②総事業費

(H.23)No.

担当部局名 担当室名 室長名 連絡先

新・継 事業期間

1148 (H.22)No. 1148

事務事業名 特別支援教育支援力向上事業
事
業
区
分

(

複
数
選
択
可

)

ソフト施策事業

扶助費

補助金交付金

投資事業

教育委員会事務局 学校教育室 西山嘉一 63-7882 施設等維持管理

根拠法令等 内部管理事務

継続 平成 年度～ 平成 年度 発達障害者支援法 特別及び企業会計、組合

総
合
計
画

政 策 心豊かな教育と文化に包まれた、ゆとりある暮らし 会計区分

施 策 学校教育 教育費

事業コード 466701

基本政策 生きる力をはぐくむ教育の充実 一般会計 （中事業名）※予算書事業名

特別支援教育支援力向上事業

小 施 策 特別支援教育 教育総務費 （小事業名）

重点施策コード3-2.教育環境の充実（特別支援教育） 教育振興費 特別支援教育支援力向上事業

事業概要 めざす効果（事業目的）

県からの委託事業で、特別支援教育を推進していくにあたり、特別な支援が必要
な児童生徒への支援を充実させるとともに、各校（園）の支援体制を確立していくこ
とを目的とし、大学やＮＰＯと連携して、研究や実践を深める。

巡回相談員や講師を招いたりして特別支援教育コー
ディネーターの資質の向上を図る。また、学生支援員
を活用することにより、大学と連携を図ることができる
のとともに、対象校の支援の充実を図る。

平成22年度
（実績・決算見込）

平成23年度
(計画・作成時予算額)

現在の実施手法（複数選択可）

市が直接実施

主な事業の
実績・計画

[事業内容（事業量）・事業費] [事業内容（事業量）・事業費] 業務委託（全部・一部）により実施

巡回相談員・講師及び連携協
議会委員報償費　373千円
消耗品  54千円

巡回相談員報償費　168千円
講演会講師報償費　48千円
連携協議会委員報償費18千
円
調査員報償費　39千円
先進地視察交通費　83千円
消耗品  96千円

指定管理

補助金・交付金

平成24年度
（計画）

平成25年度
（計画）

平成26年度
（計画）

巡回相談員・講師
等への旅費・報償
費及び消耗品費

巡回相談員・講師
等への旅費・報償
費及び消耗品費

巡回相談員・講師
等への旅費・報償
費及び消耗品費

452千円 452千円427千円 452千円①直接事業費 452千円

財
源
内
訳

(

千
円

)

国庫支出金

その他（　　　）

450県支出金 427

地方債

250 250 250

一般財源 (0) 0 2 202 202 202

職員 0.20人 0.20人 0.20人 0.20人 0.20人

臨時職員等 0.01人 0.01人 0.01人 0.01人 0.01人

(0千円) 1,477千円 1,477千円 1,477千円 1,477千円 1,477千円

1,929千円 1,929千円 1,929千円

※概算人件費②は、人工数に便宜上、1人当たり年間平均人件費（市一般会計全体、共済費を含む額）を乗じた数値を記載しています。
※平成22年度の（　　）内の数値は、21年度からの繰越事業費で、外数で記載しています。
※企業会計の財源内訳の一般財源欄は、一般会計繰入金を記載しています。
※平成24年度以降の計画（内容及び総事業費）については、予定であり確定したものではありません。

(0千円) 1,904千円 1,929千円
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（平成23年7月作成）

５．主な事業指標と成果

６．事業を取り巻く環境

７．担当室による点検 ［事務事業をより良く（最適化）するために］　

 ①協働等は実践していますか  ②協働等の主な相手先について

 ③協働等の主な形態について（現在および今後の可能性）  ④協働等の今後の取組について

(2)（現在の事業費の範囲で）効果を高める方法や工夫等を、さらに図ることができますか

(3)事業効果を一層高めるため、他の事務事業との連携や統合を図ることができますか

(4)新たな財源確保や事業に係る負担の見直し等を、さらに図ることができますか

(5)その他、有効性や効率性を高めるための工夫や取組を図ることができますか

８．今後の事務事業の方向（点検を踏まえた担当室による内部評価）

　総合評価（事業の展開方法）

事業指標名 単位
H.20

（現状値）
H.21 H.22 H.23 H.24

活動指標
目標

特別支援教育に係る研修会の実施 回
- - - 2 2

実績 1 1 1

-
活動指標

目標 特別支援教育に係る個別の指導計画を作成
している児童生徒の割合

％
30.0

実績 86.0 90.9 97.7

- - -

-
成果指標

目標
学校に満足している児童生徒の割合 ％

90.0

実績 88.1 87.0 89.5

- - -

考察及び今後
の対応方針

特別支援学級に在籍する児童生徒の個別の指導計画については、ほぼ作成されるようになったので、今後は
通常学級に在籍する児童生徒の個別の指導計画の作成についての取り組みを推進する必要がある。

事業環境の今後の変化
（対象者やニーズ、法令・制度の改正等）

市民・事業関係者・団体等からのこれまでの主な意見

障害の多様化、家庭環境の不安定さに伴い、特別な支援を必
要とする児童生徒は、増加傾向にある。適切な支援を模索して
いる学校現場からのニーズは高い。

障害に応じた支援の工夫を求める保護者の強い意見がある。
0歳から18歳までの途切れのない支援についての要望が強い。

（1）協働の取組（「新しい公」の推進）

実践していない（適当ではない）（→④へ）

今後、取組み予定

備考欄（工夫・改善等を記載）

現在の手法が妥当である

現在の手法が妥当であり、連携や統合は困難である

新たな財源確保や事業に係る負担の見直しは困難である

困難である

特記事項

継続（現行）

（1）短期的な（平成23年度）事務事業の工夫・改善など

本年度は、特別支援教育に係る中学校・高等学校の連携を深めるための連携協議会を
発足させる予定である。

（2）「継続（現行）」の理由、中長期的な（平成24年度以降）事務事業の工夫・改善など

学校現場からのニーズに応え、支援が必要な児童生徒により有効な支援を行うためにも、
教員の支援力を向上を図る必要がある。
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（平成23年7月作成）

事務事業シート（実施計画事前基礎シート）

○

18

１．事務事業の位置付け ２．予算区分

4

1

1 款

3 項

目

３．事務事業の概要

４．総合計画の目標達成に向けた主な事業の実績・計画

○

その他 （ ）

人
工
数

②概算人件費

①+②総事業費

(H.23)No.

担当部局名 担当室名 室長名 連絡先

新・継 事業期間

1149 (H.22)No. 1149

事務事業名 特別支援教育体制整備事業
事
業
区
分

(

複
数
選
択
可

)

ソフト施策事業

扶助費

補助金交付金

投資事業

教育委員会事務局 学校教育室 西山嘉一 63-7882 施設等維持管理

根拠法令等 内部管理事務

継続 平成 年度～ 平成 年度 発達障害者支援法 特別及び企業会計、組合

総
合
計
画

政 策 心豊かな教育と文化に包まれた、ゆとりある暮らし 会計区分

施 策 学校教育 教育費

事業コード 465601

基本政策 生きる力をはぐくむ教育の充実 一般会計 （中事業名）※予算書事業名

特別支援教育体制推進事業

小 施 策 特別支援教育 教育総務費 （小事業名）

重点施策コード3-2.教育環境の充実（特別支援教育） 教育振興費 特別支援教育体制推進事業

事業概要 めざす効果（事業目的）

各校において、特別な支援が必要な児童生徒に有効な支援を行うために、個別の
指導計画、個別の教育支援計画等を作成し、途切れのない支援を行っている。そ
のために、児童生徒の状況をアセスメントするためのスーパーバイズを実施した
り、講師を招聘したりする。また、個別の教育支援計画を保管するためのクリア
ファイルを整備する。

特別な支援が必要な児童生徒への有効な支援が充
実し、それらが、保育所・幼稚園から高校まで途切れ
なく引き継いでいくことができる。

平成22年度
（実績・決算見込）

平成23年度
(計画・作成時予算額)

現在の実施手法（複数選択可）

市が直接実施

主な事業の
実績・計画

[事業内容（事業量）・事業費] [事業内容（事業量）・事業費] 業務委託（全部・一部）により実施

報償費　84千円
（発達検査費、スーパーバイ
ズ講師料、講師交通費）
需用費　　57千円
（クリアファイル、参考図書）
役務費　　5千円
（診断書作成手数料）

報償費　331千円
（発達検査費、スーパーバイ
ズ講師料、講師交通費）
需用費　　61千円
（クリアファイル、参考図書）
役務費　　20千円
（診断書作成手数料）

指定管理

補助金・交付金

平成24年度
（計画）

平成25年度
（計画）

平成26年度
（計画）

発達検査費、スー
パーバイズ講師
料、クリアファイ
ル、参考図書、診
断書作成手数料

発達検査費、スー
パーバイズ講師
料、クリアファイ
ル、参考図書、診
断書作成手数料

発達検査費、スー
パーバイズ講師
料、クリアファイ
ル、参考図書、診
断書作成手数料

412千円 412千円145千円 412千円①直接事業費 412千円

財
源
内
訳

(

千
円

)

国庫支出金

その他（　　　）

県支出金

地方債

一般財源 (0) 145 412 412 412 412

職員 0.20人 0.20人 0.20人 0.20人 0.20人

臨時職員等 0.01人 0.01人 0.01人 0.01人 0.01人

(0千円) 1,477千円 1,477千円 1,477千円 1,477千円 1,477千円

1,889千円 1,889千円 1,889千円

※概算人件費②は、人工数に便宜上、1人当たり年間平均人件費（市一般会計全体、共済費を含む額）を乗じた数値を記載しています。
※平成22年度の（　　）内の数値は、21年度からの繰越事業費で、外数で記載しています。
※企業会計の財源内訳の一般財源欄は、一般会計繰入金を記載しています。
※平成24年度以降の計画（内容及び総事業費）については、予定であり確定したものではありません。

(0千円) 1,622千円 1,889千円

1071



（平成23年7月作成）

５．主な事業指標と成果

６．事業を取り巻く環境

７．担当室による点検 ［事務事業をより良く（最適化）するために］　

 ①協働等は実践していますか  ②協働等の主な相手先について

 ③協働等の主な形態について（現在および今後の可能性）  ④協働等の今後の取組について

(2)（現在の事業費の範囲で）効果を高める方法や工夫等を、さらに図ることができますか

(3)事業効果を一層高めるため、他の事務事業との連携や統合を図ることができますか

(4)新たな財源確保や事業に係る負担の見直し等を、さらに図ることができますか

(5)その他、有効性や効率性を高めるための工夫や取組を図ることができますか

８．今後の事務事業の方向（点検を踏まえた担当室による内部評価）

　総合評価（事業の展開方法）

事業指標名 単位
H.20

（現状値）
H.21 H.22 H.23 H.24

活動指標
目標 特別支援学級に在籍する児童生徒のうち、保

護者と連携しながら、個別の指導計画を作成
している児童生徒の割合

％
- - 80.0 85.0 90.0

実績 - 73.5 91.3

70.0
活動指標

目標 特別支援学級に在籍する児童生徒のうち、個
別の教育支援計画を作成している児童生徒
の割合

％
75.0

実績 35.7 58.1 92.4

- - 65.0

-
成果指標

目標
学校に満足している児童生徒の割合 ％

90.0

実績 88.1 87.0 89.5

- - -

考察及び今後
の対応方針

年々作成率は向上している。方向性としては、全員の個別の指導計画、個別の教育支援計画を作成していくき
たい。しかしながら、障害受容に係る保護者の意識がまちまちであるため、今後、保護者との連携が重要となっ
てくる。

事業環境の今後の変化
（対象者やニーズ、法令・制度の改正等）

市民・事業関係者・団体等からのこれまでの主な意見

個々の支援ニーズを的確に把握し、有効に支援し、途切れなく
支援をつないでいくことは、特別支援教育を進めるにあたり、と
ても重要である。

途切れのない支援を充実させることにより、保護者は安心して子
どもを学校に行かせることができる。

（1）協働の取組（「新しい公」の推進）

実践していない（適当ではない）（→④へ）

市が直接実施

備考欄（工夫・改善等を記載）

現在の手法が妥当である

現在の手法が妥当であり、連携や統合は困難である

新たな財源確保や事業に係る負担の見直しは困難である

困難である

特記事項

継続（現行）

（1）短期的な（平成23年度）事務事業の工夫・改善など

本年度は、自立活動についての研修会を実施し、各校における自立活動の充実を図る予
定である。

（2）「継続（現行）」の理由、中長期的な（平成24年度以降）事務事業の工夫・改善など

各校における自立活動を充実させ、個別の指導計画を作成し、個に応じた支援の充実を
図る必要がある。
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事務事業シート（実施計画事前基礎シート）

○

１．事務事業の位置付け ２．予算区分

4

1

1 款

2 項

目

３．事務事業の概要

４．総合計画の目標達成に向けた主な事業の実績・計画

○

その他 （ ）

人
工
数

②概算人件費

①+②総事業費

(H.23)No.

担当部局名 担当室名 室長名 連絡先

新・継 事業期間

1150 (H.22)No. 1150

事務事業名 名張市教育研究所研究事業
事
業
区
分

(

複
数
選
択
可

)

ソフト施策事業

扶助費

補助金交付金

投資事業

教育委員会事務局 学校教育室 西山　嘉一 63-7882 施設等維持管理

根拠法令等 内部管理事務

平成 年度～ 平成 年度 特別及び企業会計、組合

総
合
計
画

政 策 心豊かな教育と文化に包まれた、ゆとりある暮らし 会計区分

施 策 学校教育 教育費

事業コード 466501

基本政策 生きる力をはぐくむ教育の充実 一般会計 （中事業名）※予算書事業名

名張市教育研究所研究事業

小 施 策 義務教育 教育総務費 （小事業名）

重点施策コード3-4.教育環境の充実（総合教育センターの推進） 教育振興費 名張市教育研究所研究事業

事業概要 めざす効果（事業目的）

学力低下・体力低下や不登校・いじめ等の名張市における教育課題の解決に向
けて、保・幼・小・中の育ちの連続を支援するため、研修講座を開設したり、プロ
ジェクト研究員による研究を行ったりすることで、教職員の資質向上を図る。ま
た、児童生徒支援事業として、名張市の児童生徒の文化的行事（音楽会、美術
展）や体育的行事（なばりンピック）を行う。さらに、子育てに悩む保護者の相談
や、講演会を行い、安心して子育てができるよう、支援していく。

　教職員の研究・研修がより充実したものとなるよう
支援していくことで、名張市の教育課題が少しでも解
決できるようにしていく。
　保護者を対象にした講演会を実施したり、相談業務
の実施によって、保護者が安心して子育てができるよ
うにしていく。また、保・幼・小・中の連携により、子ど
もの連続した育ちを支援できる。

平成22年度
（実績・決算見込）

平成23年度
(計画・作成時予算額)

現在の実施手法（複数選択可）

市が直接実施

主な事業の
実績・計画

[事業内容（事業量）・事業費] [事業内容（事業量）・事業費] 業務委託（全部・一部）により実施

・教職員対象の研修講座４１講座
（延べ60講座）
・保護者対象の講演会、研修講座
７講座（延べ15　講座）
（講座受講者数：延べ2096人）
・研修講座、プロジェクト研究、グ
ループ研究、学校･園研究等に係
る講師報償費：2141千円
・スクールソーシャルワーカー及
び保安業務委託料：935千円
・児童生徒支援事業の実施（なば
りンピック2010、学校･園美術展覧
会、「もみじのつどい」実施
・教育相談（電話、面接）延べ112
件

・教職員対象の研修講座45講座
・保護者対象の講演会、研修講座
計15講座
（研修講座、プロジェクト研究、グ
ループ研究、学校･園研究等の講
師報償費:2200千円）
･スクールソーシャルワーカー委
託料：1152千円
・児童生徒支援事業の実施（なば
りンピック2011、学校･園美術展覧
会、もみじのつどい実施
・学校教育現場への支援
・教職員のメンタルヘルスへの支
援
・名張市PTA連合会との関係の強
化

指定管理

補助金・交付金

平成24年度
（計画）

平成25年度
（計画）

平成26年度
（計画）

・教職員対象講座の
内容の充実
・保護者対象の講座
の内容の充実
・発達支援等に関わ
る教育相談の充実
・学校教育現場への
支援
・市内３高等学校と
の連携強化

・教職員対象講座の
内容の充実
・保護者対象の講座
の内容の充実
・発達支援等に関わ
る教育相談の充実
・地域づくり組織との
連携強化

・教職員対象講座の
内容の充実
・保護者対象の講座
の内容の充実
・発達支援等に関わ
る教育相談の充実
・市立病院との連携
強化

5,036千円 5,036千円4,793千円 5,036千円①直接事業費 5,036千円

財
源
内
訳

(

千
円

)

国庫支出金

その他（　　　）

県支出金

地方債

一般財源 (0) 4,793 5,036 5,036 5,036 5,036

職員 0.85人 0.81人 1.00人 1.00人 1.00人

臨時職員等 1.63人 1.28人 1.50人 1.50人 1.50人

(0千円) 8,976千円 8,089千円 9,850千円 9,850千円 9,850千円

14,886千円 14,886千円 14,886千円

※概算人件費②は、人工数に便宜上、1人当たり年間平均人件費（市一般会計全体、共済費を含む額）を乗じた数値を記載しています。
※平成22年度の（　　）内の数値は、21年度からの繰越事業費で、外数で記載しています。
※企業会計の財源内訳の一般財源欄は、一般会計繰入金を記載しています。
※平成24年度以降の計画（内容及び総事業費）については、予定であり確定したものではありません。

(0千円) 13,769千円 13,125千円
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５．主な事業指標と成果

６．事業を取り巻く環境

７．担当室による点検 ［事務事業をより良く（最適化）するために］　

 ①協働等は実践していますか  ②協働等の主な相手先について

 ③協働等の主な形態について（現在および今後の可能性）  ④協働等の今後の取組について

(2)（現在の事業費の範囲で）効果を高める方法や工夫等を、さらに図ることができますか

(3)事業効果を一層高めるため、他の事務事業との連携や統合を図ることができますか

(4)新たな財源確保や事業に係る負担の見直し等を、さらに図ることができますか

(5)その他、有効性や効率性を高めるための工夫や取組を図ることができますか

８．今後の事務事業の方向（点検を踏まえた担当室による内部評価）

　総合評価（事業の展開方法）

事業指標名 単位
H.20

（現状値）
H.21 H.22 H.23 H.24

活動指標
目標

研修講座受講者数（延べ人数） 人
2100人 2200人

実績 1539人 1339人 2096人

99
成果指標

目標 講演会、研修講座に参加した教職員・保護者
で
満足と感じている人の割合

％
99

実績 67 90 99

70

-
成果指標

目標 小中学校の教育環境に満足している市民の
割合

％
62.0

実績 59.2 57.5 59.2

- - -

考察及び今後
の対応方針

教職員の力量を高めるため、教科・領域における様々な研修講座を実施したが、アンケート結果から、いずれの講座
においても好評を得ている。今後は、「市内教職員の実践を活用した講座の開設」を重点目標に掲げ、支援していく。
子育て支援の充実を図るため、子育て支援講演会に加え、平成22年度より「家庭教育講座」を開設した。参加した保護
者からは、高い評価を受けており、今後も子育てへのさらなる支援の充実を図っていく。

事業環境の今後の変化
（対象者やニーズ、法令・制度の改正等）

市民・事業関係者・団体等からのこれまでの主な意見

名張市の子どもたちの育ちの連続、保･幼･小・中の連携とい
う意味からも、今後も教職員の資質の向上を図るため、研修
講座には、市内の保育士、幼･小・中学校の教職員を対象に
行っていく。また、子育てへの支援ということで、保護者への
支援も継続して行っていく。

特に、子育てや家庭教育に関する講座については、徐々に関心
が高まってきており、参加者の中には、今後もこのような講座を
継続してほしいという声がある。

（1）協働の取組（「新しい公」の推進）

実践している その他団体

事業協力 継続実施

備考欄（工夫・改善等を記載）

できる

できる

できる

できる

特記事項

継続（拡大）

（1）短期的な（平成23年度）事務事業の工夫・改善など

名張市教育研究所の事業の発信ということで、HPを随時更新したり、特に教職員対象の
講座については、できる限り早い段階で知らせていく。

（2）「継続（現行）」の理由、中長期的な（平成24年度以降）事務事業の工夫・改善など

名張市総合教育センター設立に向け、研究所事業の発信の更なる工夫・改善とともに、
関係団体との更なる連携の強化が必要である。
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事務事業シート（実施計画事前基礎シート）

○

１．事務事業の位置付け ２．予算区分

4

1

1 款

2 項

目

３．事務事業の概要

４．総合計画の目標達成に向けた主な事業の実績・計画

○

その他 （ ）

※概算人件費②は、人工数に便宜上、1人当たり年間平均人件費（市一般会計全体、共済費を含む額）を乗じた数値を記載しています。
※平成22年度の（　　）内の数値は、21年度からの繰越事業費で、外数で記載しています。
※企業会計の財源内訳の一般財源欄は、一般会計繰入金を記載しています。
※平成24年度以降の計画（内容及び総事業費）については、予定であり確定したものではありません。

(0千円) 8,750千円 14,209千円

601千円 601千円

14,209千円 14,209千円 14,209千円

(0千円) 163千円 601千円 601千円

0.08人 0.08人 0.08人

臨時職員等 0.01人 0.01人 0.01人 0.01人 0.01人

職員 0.02人 0.08人

一般財源 (0) 8,587 13,608 13,608 13,608 13,608

県支出金

地方債

13,608千円①直接事業費 13,608千円

財
源
内
訳

(

千
円

)

国庫支出金

その他（　　　）

13,608千円 13,608千円8,587千円

平成25年度
（計画）

平成26年度
（計画）

派遣委託料（ＡＬＴ
３名）

派遣委託料（ＡＬＴ
３名）

派遣委託料（ＡＬＴ
３名）

主な事業の
実績・計画

[事業内容（事業量）・事業費] [事業内容（事業量）・事業費] 業務委託（全部・一部）により実施

小学校17校へ2名のＡＬＴを配
置した。新学習指導要領移行
期間２年目である本年は、小
学校５・６年生は年間３0時間
の外国語活動の時間を確保
し、その中に（全時間ではない
が）ネイティブスピーカーであ
るＡＬＴを配置し、児童のコミュ
ニケーションを図ろうとする態
度の育成をねらった。

業務委託（ＡＬＴ２名・１年間）
８５８７千円

小学校17校へ３名のＡＬＴを配
置した。学習指導要領本格実
施の年である本年は、小学校
５・６年生は年間３５時間の外
国語活動の時間を確保し、そ
の中に（全時間ではないが）
ネイティブスピーカーであるＡ
ＬＴを配置し、児童のコミュニ
ケーションを図ろうとする態度
の育成をねらう。

派遣委託料（ＡＬＴ３名・１年
間）　１３６０８千円

指定管理

補助金・交付金

平成24年度
（計画）

平成22年度
（実績・決算見込）

平成23年度
(計画・作成時予算額)

現在の実施手法（複数選択可）

市が直接実施

事業概要 めざす効果（事業目的）

小学校専属の外国語指導助手の配置により、コミュニケーション能力の育成及
び国際理解教育さらに英語活動の充実を図ります。

市内１7小学校に、3名の小学校専属外国語指導助手
を派遣し、コミュニケーション能力の育成及び国際理
解教育の充実を図ります。

重点施策コード 教育振興費 小学校ＡＬＴ派遣事業

小学校教育振興費

小 施 策 義務教育 小学校費 （小事業名）

事業コード 472505

基本政策 生きる力をはぐくむ教育の充実 一般会計 （中事業名）※予算書事業名
総
合
計
画

政 策 心豊かな教育と文化に包まれた、ゆとりある暮らし 会計区分

施 策 学校教育 教育費

根拠法令等 内部管理事務

継続 平成 年度～ 平成 年度 特別及び企業会計、組合

投資事業

教育委員会事務局 学校教育室 西山嘉一 63-7882 施設等維持管理

1152 (H.22)No. 1152

事務事業名 小学校ＡＬＴ派遣事業
事
業
区
分

(

複
数
選
択
可

)

ソフト施策事業

扶助費

補助金交付金

人
工
数

②概算人件費

①+②総事業費

(H.23)No.

担当部局名 担当室名 室長名 連絡先

新・継 事業期間
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（平成23年7月作成）

５．主な事業指標と成果

６．事業を取り巻く環境

７．担当室による点検 ［事務事業をより良く（最適化）するために］　

 ①協働等は実践していますか  ②協働等の主な相手先について

 ③協働等の主な形態について（現在および今後の可能性）  ④協働等の今後の取組について

(2)（現在の事業費の範囲で）効果を高める方法や工夫等を、さらに図ることができますか

(3)事業効果を一層高めるため、他の事務事業との連携や統合を図ることができますか

(4)新たな財源確保や事業に係る負担の見直し等を、さらに図ることができますか

(5)その他、有効性や効率性を高めるための工夫や取組を図ることができますか

８．今後の事務事業の方向（点検を踏まえた担当室による内部評価）

　総合評価（事業の展開方法） 特記事項

継続（現行）

（1）短期的な（平成23年度）事務事業の工夫・改善など

（2）「継続（現行）」の理由、中長期的な（平成24年度以降）事務事業の工夫・改善など

本年度から小学校の外国語活動が本格実施となり、ＡＬＴが３名配置が不可欠となる中
ますますその必要性が高まっています。現状維持またはさらなる増員が望まれます。

新たな財源確保や事業に係る負担の見直しは困難である

困難である

現在の手法が妥当である

現在の手法が妥当であり、連携や統合は困難である

市が直接実施

備考欄（工夫・改善等を記載）

（1）協働の取組（「新しい公」の推進）

実践していない（適当ではない）（→④へ）

考察及び今後
の対応方針

子どもたちにコミュニケーション能力の育成及び国際理解教育さらに外国語活動の充実を図るため、事業の継
続が必要です。

事業環境の今後の変化
（対象者やニーズ、法令・制度の改正等）

市民・事業関係者・団体等からのこれまでの主な意見

実績

目標

62.0

実績 59.2 57.5 59.2

- - - -
成果指標

目標 小・中学校の教育環境に満足している市民の
割合

％

3.0

実績 2.0 2.0 2.0

H.22 H.23 H.24

活動指標
目標

ＡＬＴ配置人数 人

事業指標名 単位
H.20

（現状値）
H.21
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（平成23年7月作成）

事務事業シート（実施計画事前基礎シート）

○

１．事務事業の位置付け ２．予算区分

4

1

1 款

2 項

目

３．事務事業の概要

４．総合計画の目標達成に向けた主な事業の実績・計画

○

○

その他 （ ）

※概算人件費②は、人工数に便宜上、1人当たり年間平均人件費（市一般会計全体、共済費を含む額）を乗じた数値を記載しています。
※平成22年度の（　　）内の数値は、21年度からの繰越事業費で、外数で記載しています。
※企業会計の財源内訳の一般財源欄は、一般会計繰入金を記載しています。
※平成24年度以降の計画（内容及び総事業費）については、予定であり確定したものではありません。

(0千円) 3,341千円 6,794千円

1,477千円 1,477千円

5,677千円 5,677千円 5,677千円

(0千円) 1,477千円 2,662千円 1,477千円

0.20人 0.20人 0.20人

臨時職員等 0.01人 0.02人 0.01人 0.01人 0.01人

職員 0.20人 0.36人

一般財源 (0) 1,864 4,132 4,200 4,200 4,200

県支出金

地方債

4,200千円①直接事業費 4,132千円

財
源
内
訳

(

千
円

)

国庫支出金

その他（　　　）

4,200千円 4,200千円1,864千円

平成25年度
（計画）

平成26年度
（計画）

・報償費
・委託料
・使用料及び賃借
・負担金補助及び
交付金

・報償費
・委託料
・使用料及び賃借
・負担金補助及び
交付金

・報償費
・委託料
・使用料及び賃借
・負担金補助及び
交付金

主な事業の
実績・計画

[事業内容（事業量）・事業費] [事業内容（事業量）・事業費] 業務委託（全部・一部）により実施

・報償費（学校諸行事、文化
的行事、修学旅行付添、社会
見学付添、体育的行事参加、
学生教育サポーター）（891千
円）
・委託料（市指定研究推進事
業、自主研究推進）（775千
円）
・使用料及び賃借料（自動車
借り上げ料、会場借り上げ
料）（116千円）
・負担金補助及び交付金（各
種研究会）（83千円）

・委託料（市指定研究推進事
業、自主研究推進）（595千
円）
・報償費（学校諸行事、文化
的行事、修学旅行付添、社会
見学付添、体育的行事参加、
学生教育サポーター）（3248
千円）
・使用料及び賃借料（自動車
借り上げ料、会場借り上げ
料）（205千円）
・負担金補助及び交付金（各
種研究会）（84千円）

指定管理

補助金・交付金

平成24年度
（計画）

平成22年度
（実績・決算見込）

平成23年度
(計画・作成時予算額)

現在の実施手法（複数選択可）

市が直接実施

事業概要 めざす効果（事業目的）

小学校での児童の教育活動を保障するために必要な移送費や、名張市の教育の
資質の維持向上を図るために市指定教育研究推進事業による研究指定を市内の
小学校に委託し、さらに、文化的な教育活動を行う報償費を措置する。

　市内小学校の教育の振興を図る。

重点施策コード3-1.少人数教育の推進 教育振興費 小学校教育振興費

小学校教育振興費

小 施 策 義務教育 小学校費 （小事業名）

事業コード 472502

基本政策 生きる力をはぐくむ教育の充実 一般会計 （中事業名）※予算書事業名
総
合
計
画

政 策 心豊かな教育と文化に包まれた、ゆとりある暮らし 会計区分

施 策 学校教育 教育費

根拠法令等 内部管理事務

平成 年度～ 平成 年度 特別及び企業会計、組合

投資事業

教育委員会事務局 学校教育室 西山　嘉一 63-7882 施設等維持管理

1154 (H.22)No. 1154

事務事業名 小学校教育振興費
事
業
区
分

(

複
数
選
択
可

)

ソフト施策事業

扶助費

○ 補助金交付金

人
工
数

②概算人件費

①+②総事業費

(H.23)No.

担当部局名 担当室名 室長名 連絡先

新・継 事業期間
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（平成23年7月作成）

５．主な事業指標と成果

６．事業を取り巻く環境

７．担当室による点検 ［事務事業をより良く（最適化）するために］　

 ①協働等は実践していますか  ②協働等の主な相手先について

 ③協働等の主な形態について（現在および今後の可能性）  ④協働等の今後の取組について

(2)（現在の事業費の範囲で）効果を高める方法や工夫等を、さらに図ることができますか

(3)事業効果を一層高めるため、他の事務事業との連携や統合を図ることができますか

(4)新たな財源確保や事業に係る負担の見直し等を、さらに図ることができますか

(5)その他、有効性や効率性を高めるための工夫や取組を図ることができますか

８．今後の事務事業の方向（点検を踏まえた担当室による内部評価）

　総合評価（事業の展開方法） 特記事項

継続（現行）

（1）短期的な（平成23年度）事務事業の工夫・改善など

（2）「継続（現行）」の理由、中長期的な（平成24年度以降）事務事業の工夫・改善など

　小学校教育活動の充実のために、必要不可欠な事業である。

新たな財源確保や事業に係る負担の見直しは困難である

困難である

現在の手法が妥当である

現在の手法が妥当であり、連携や統合は困難である

市が直接実施

備考欄（工夫・改善等を記載）

　新学習指導要領の本格実施となり、小学校教育の一層の充
実が期待される。

　学校行事の工夫や円滑な実施、一層の充実が望まれる。

（1）協働の取組（「新しい公」の推進）

実践していない（適当ではない）（→④へ）

考察及び今後
の対応方針

市指定研究に係る委託料については、今後も、市全体の教育力の向上のためにも欠かせない事業として、進め
ていく必要がある。また、学校への支援として、また、これからの人材育成として、大学と連携した学生サポー
ターの配置を継続して進めていきたい。

事業環境の今後の変化
（対象者やニーズ、法令・制度の改正等）

市民・事業関係者・団体等からのこれまでの主な意見

実績

目標

62.0

実績 59.2 57.5 59.2

- - - -
成果指標

目標 小・中学校の教育環境に満足している市民の
割合

％

15 17

実績 - 16 14

H.22 H.23 H.24

活動指標
目標

学生サポーターの数 人
- 10 12

事業指標名 単位
H.20

（現状値）
H.21
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（平成23年7月作成）

事務事業シート（実施計画事前基礎シート）

○

１．事務事業の位置付け ２．予算区分

4

1

1 款

2 項

目

３．事務事業の概要

４．総合計画の目標達成に向けた主な事業の実績・計画

○

○

その他 （ ）

人
工
数

②概算人件費

①+②総事業費

(H.23)No.

担当部局名 担当室名 室長名 連絡先

新・継 事業期間

1155 (H.22)No. 1155

事務事業名 中学校ＡＬＴ派遣事業
事
業
区
分

(

複
数
選
択
可

)

ソフト施策事業

扶助費

補助金交付金

投資事業

教育委員会事務局 学校教育室 西山嘉一 63-7882 施設等維持管理

根拠法令等 内部管理事務

継続 平成 年度～ 平成 年度 特別及び企業会計、組合

総
合
計
画

政 策 心豊かな教育と文化に包まれた、ゆとりある暮らし 会計区分

施 策 学校教育 教育費

事業コード 482001

基本政策 生きる力をはぐくむ教育の充実 一般会計 （中事業名）※予算書事業名

中学校ＡＬＴ派遣事業

小 施 策 義務教育 中学校費 （小事業名）

重点施策コード 教育振興費 中学校ＡＬＴ派遣事業

事業概要 めざす効果（事業目的）

中学校の英語教育での「聞く・話す」力の育成、「コミュニケーション能力」の育成
の為に、市内５中学校にＪＥＴプログラムによる中学校英語指導助手を派遣しま
す。また、小・中学校の連携として、小学校の英語活動の支援も行います。

中学校の英語教育での「聞く・話す」力の育成、「コ
ミュニケーション能力」の育成の為に、市内５中学校
にＪＥＴプログラムによる中学校英語指導助手を２名
派遣します。また、小・中学校の連携として、小学校
の英語活動の支援も行います。

平成22年度
（実績・決算見込）

平成23年度
(計画・作成時予算額)

現在の実施手法（複数選択可）

市が直接実施

主な事業の
実績・計画

[事業内容（事業量）・事業費] [事業内容（事業量）・事業費] 業務委託（全部・一部）により実施

市内5中学校にＪＥＴプログラ
ムによるＡＬＴを２名配置した。
小中学校の連携として、小学
校の６年生の学級を対象に授
業を行った。
・共済費（２名）９１９千円
・賃金（２名）７２５０千円
・旅費（２名）７７千円
・消耗品費１６５千円
・保険料（２名）５１千円
・備品購入費（２名）２０千円
・負担金（２名）１４４千円

市内5中学校にＪＥＴプログラ
ムによるＡＬＴを２名配置した。
小中学校の連携として、小学
校の６年生の学級を対象に授
業を行った。

・共済費（２名）1080千円
・賃金（２名）7680千円
・旅費（２名）588千円
・消耗品費（２名）59千円
・保険料（２名）84千円
・備品購入費（２名）20千円
・負担金（２名）664千円

指定管理

補助金・交付金

平成24年度
（計画）

平成25年度
（計画）

平成26年度
（計画）

平成２３年度と同
様に２名を派遣

平成２３年度と同
様に２名を派遣

平成２３年度と同
様に２名を派遣

10,259千円 10,259千円8,626千円 10,259千円①直接事業費 10,259千円

財
源
内
訳

(

千
円

)

国庫支出金

その他（　　　） 46 46

県支出金

地方債

一般財源 8,580 10,213 10,259 10,259 10,259

職員 0.10人 0.07人 0.07人 0.07人 0.07人

臨時職員等 0.01人 0.02人 0.02人 0.02人 0.02人

747千円 545千円 545千円 545千円 545千円

10,804千円 10,804千円 10,804千円

※概算人件費②は、人工数に便宜上、1人当たり年間平均人件費（市一般会計全体、共済費を含む額）を乗じた数値を記載しています。
※平成22年度の（　　）内の数値は、21年度からの繰越事業費で、外数で記載しています。
※企業会計の財源内訳の一般財源欄は、一般会計繰入金を記載しています。
※平成24年度以降の計画（内容及び総事業費）については、予定であり確定したものではありません。

9,373千円 10,804千円
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（平成23年7月作成）

５．主な事業指標と成果

６．事業を取り巻く環境

７．担当室による点検 ［事務事業をより良く（最適化）するために］　

 ①協働等は実践していますか  ②協働等の主な相手先について

 ③協働等の主な形態について（現在および今後の可能性）  ④協働等の今後の取組について

(2)（現在の事業費の範囲で）効果を高める方法や工夫等を、さらに図ることができますか

(3)事業効果を一層高めるため、他の事務事業との連携や統合を図ることができますか

(4)新たな財源確保や事業に係る負担の見直し等を、さらに図ることができますか

(5)その他、有効性や効率性を高めるための工夫や取組を図ることができますか

８．今後の事務事業の方向（点検を踏まえた担当室による内部評価）

　総合評価（事業の展開方法）

事業指標名 単位
H.20

（現状値）
H.21 H.22 H.23 H.24

活動指標
目標

ALTの配置数 人
2.0

実績 2.0 2.0 2.0

-
成果指標

目標 小・中学校の教育環境に満足している市民の
割合

％
62.0

実績 59.2 57.5 59.2

- - -

目標

実績

考察及び今後
の対応方針

今後も、引き続き事業を推進していく必要がある。

事業環境の今後の変化
（対象者やニーズ、法令・制度の改正等）

市民・事業関係者・団体等からのこれまでの主な意見

（1）協働の取組（「新しい公」の推進）

実践していない（適当ではない）（→④へ）

市が直接実施

備考欄（工夫・改善等を記載）

現在の手法が妥当である

現在の手法が妥当であり、連携や統合は困難である

新たな財源確保や事業に係る負担の見直しは困難である

困難である

特記事項

継続（現行）

（1）短期的な（平成23年度）事務事業の工夫・改善など

（2）「継続（現行）」の理由、中長期的な（平成24年度以降）事務事業の工夫・改善など

今後も2名の配置は必要である。
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（平成23年7月作成）

事務事業シート（実施計画事前基礎シート）

○

１．事務事業の位置付け ２．予算区分

4

1

1 款

2 項

目

３．事務事業の概要

４．総合計画の目標達成に向けた主な事業の実績・計画

○

○

その他 （ ）

人
工
数

②概算人件費

①+②総事業費

(H.23)No.

担当部局名 担当室名 室長名 連絡先

新・継 事業期間

1157 (H.22)No. 1157

事務事業名 中学校教育振興費
事
業
区
分

(

複
数
選
択
可

)

ソフト施策事業

扶助費

補助金交付金

投資事業

教育委員会事務局 学校教育室 西山嘉一 63-7882 施設等維持管理

根拠法令等 内部管理事務

継続 平成 年度～ 平成 年度 特別及び企業会計、組合

総
合
計
画

政 策 心豊かな教育と文化に包まれた、ゆとりある暮らし 会計区分

施 策 学校教育 教育費

事業コード 481002

基本政策 生きる力をはぐくむ教育の充実 一般会計 （中事業名）※予算書事業名

中学校教育振興費

小 施 策 義務教育 中学校費 （小事業名）

重点施策コード 教育振興費 中学校教育振興費

事業概要 めざす効果（事業目的）

　中学校での事業の教育活動を保障するために必要な移送の費用、修学旅行・
社会見学の付き添い者が本来旅費では支給されない入場料や拝観料等の費
用、部・クラブ活動や進路指導の充実を図るための必要な経費、名張市における
教育の資質の向上のための研究指定に関する研究委託料、伊賀地区・三重県
における各種負担金等の事業費用である。

　中学校の教育活動を保障するために必要な経費で
あり、名張市の教育の資質向上につなげることがで
きる。

平成22年度
（実績・決算見込）

平成23年度
(計画・作成時予算額)

現在の実施手法（複数選択可）

市が直接実施

主な事業の
実績・計画

[事業内容（事業量）・事業費] [事業内容（事業量）・事業費] 業務委託（全部・一部）により実施

報償費：学校諸行事等報償費
328千円
需用費：消耗品費（中学生職
業適性検査用紙代）412千円
委託料：（部活動・進路指導充
実事業委託料・市指定教育研
究推進事業等委託料・自主研
究推進委託料）935千円
使用料及び賃借料：（文化的
行事参加自動車借り上げ料・
会場借り上げ料）53千円
各種研究会等負担金：35千円

・市指定教育研究推進事業等
委託料・自主研究推進委託料
935千円
報償費：学校諸行事等報償
費：497千円
需用費：消耗品費（中学生職
業適性検査用紙代）481千円
委託料（部活動・進路指導充
実事業委託料
使用料及び賃借料（文化的行
事参加自動車借り上げ料・会
場借り上げ料）55千円
各種研究会等負担金35千円

指定管理

補助金・交付金

平成24年度
（計画）

平成25年度
（計画）

平成26年度
（計画）

学校諸行事等報償
費・部活動進路指
導充実事業委託
料・市指定研究推
進事業等委託料・
文化的行事等の自
動車借り上げ料・会
場使用料・各種研
究会負担金

学校諸行事等報償
費・部活動進路指
導充実事業委託
料・市指定研究推
進事業等委託料・
文化的行事等の自
動車借り上げ料・会
場使用料・各種研
究会負担金

学校諸行事等報償
費・部活動進路指
導充実事業委託
料・市指定研究推
進事業等委託料・
文化的行事等の自
動車借り上げ料・会
場使用料・各種研
究会負担金

2,100千円 2,100千円1,763千円 2,100千円①直接事業費 2,003千円

財
源
内
訳

(

千
円

)

国庫支出金

その他（　　　）

県支出金

地方債

一般財源 (0) 1,763 2,003 2,100 2,100 2,100

職員 0.10人 0.15人 0.10人 0.10人 0.10人

臨時職員等 0.01人 0.03人 0.01人 0.01人 0.01人

(0千円) 747千円 1,146千円 747千円 747千円 747千円

2,847千円 2,847千円 2,847千円

※概算人件費②は、人工数に便宜上、1人当たり年間平均人件費（市一般会計全体、共済費を含む額）を乗じた数値を記載しています。
※平成22年度の（　　）内の数値は、21年度からの繰越事業費で、外数で記載しています。
※企業会計の財源内訳の一般財源欄は、一般会計繰入金を記載しています。
※平成24年度以降の計画（内容及び総事業費）については、予定であり確定したものではありません。

(0千円) 2,510千円 3,149千円
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（平成23年7月作成）

５．主な事業指標と成果

６．事業を取り巻く環境

７．担当室による点検 ［事務事業をより良く（最適化）するために］　

 ①協働等は実践していますか  ②協働等の主な相手先について

 ③協働等の主な形態について（現在および今後の可能性）  ④協働等の今後の取組について

(2)（現在の事業費の範囲で）効果を高める方法や工夫等を、さらに図ることができますか

(3)事業効果を一層高めるため、他の事務事業との連携や統合を図ることができますか

(4)新たな財源確保や事業に係る負担の見直し等を、さらに図ることができますか

(5)その他、有効性や効率性を高めるための工夫や取組を図ることができますか

８．今後の事務事業の方向（点検を踏まえた担当室による内部評価）

　総合評価（事業の展開方法）

事業指標名 単位
H.20

（現状値）
H.21 H.22 H.23 H.24

活動指標
目標

市指定研究発表会の校（園）数 校（園）
3 2 3 2 3

実績 3 2 3

-
成果指標

目標 小・中学校の教育環境に満足している市民の
割合

％
62.0

実績 59.2 57.5 59.2

- - -

目標

実績

考察及び今後
の対応方針

市指定研究に係る委託料については、今後も、市全体の教育力の向上のためにも欠かせない事業として、進め
ていく必要がある。日頃の学校教育の取組の発表の場としての児童生徒支援事業を今後も推進し、広く地域や
保護者に発信していくよう努める。

事業環境の今後の変化
（対象者やニーズ、法令・制度の改正等）

市民・事業関係者・団体等からのこれまでの主な意見

職業適性検査を、今後は、学級満足度調査（Ｑ－Ｕ調査）に
置き換え、より課題解決につながる予算執行を検討する。

（1）協働の取組（「新しい公」の推進）

実践していないが、今後可能性がある 地域づくり組織等

事業協力 今後、取組み予定

備考欄（工夫・改善等を記載）

検討の余地がある

検討の余地がある

検討の余地がある

検討の余地がある

特記事項

継続（事務改善）

（1）短期的な（平成23年度）事務事業の工夫・改善など

職業適性検査の効果を見直し、学級満足度調査（Ｑ－Ｕ調査）に置き換えるなど、より課
題解決につながる予算執行を図るため、本年度中に、職業適性検査の効果を検証す
る。

（2）「継続（現行）」の理由、中長期的な（平成24年度以降）事務事業の工夫・改善など

名張市の教育的課題の解決のために予算化している委託料を統合し、名張市全体の教
育力の向上のため、（仮称）名張市総合教育センター構想を視野に入れて、改善を図
る。
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（平成23年7月作成）

事務事業シート（実施計画事前基礎シート）

○

13

１．事務事業の位置付け ２．予算区分

4

1

1 款

2 項

目

３．事務事業の概要

４．総合計画の目標達成に向けた主な事業の実績・計画

○

その他 （ ）

人
工
数

②概算人件費

①+②総事業費

(H.23)No.

担当部局名 担当室名 室長名 連絡先

新・継 事業期間

1158 (H.22)No. 1158

事務事業名 中学生地域ふれあい事業
事
業
区
分

(

複
数
選
択
可

)

ソフト施策事業

扶助費

○ 補助金交付金

投資事業

教育委員会事務局 学校教育室 西山嘉一 63-7882 施設等維持管理

根拠法令等 内部管理事務

継続 平成 年度～ 平成 年度 特別及び企業会計、組合

総
合
計
画

政 策 心豊かな教育と文化に包まれた、ゆとりある暮らし 会計区分

施 策 学校教育 教育費

事業コード 481501

基本政策 生きる力をはぐくむ教育の充実 一般会計 （中事業名）※予算書事業名

中学生地域ふれあい事業

小 施 策 義務教育 中学校費 （小事業名）

重点施策コード 教育振興費 中学生地域ふれあい事業

事業概要 めざす効果（事業目的）

自分の将来の生き方や進路を模索し始める中学生を対象にして、職場体験活動
を地域ぐるみで実施し、生徒の望ましい職業観、生徒の個性の慎重を図ります。

生徒自身が、望ましい職業観を身につけ、自分の生
き方を考えるために、不可欠な事業です。

平成22年度
（実績・決算見込）

平成23年度
(計画・作成時予算額)

現在の実施手法（複数選択可）

市が直接実施

主な事業の
実績・計画

[事業内容（事業量）・事業費] [事業内容（事業量）・事業費] 業務委託（全部・一部）により実施

６月～11月の間に、市内全５
中学校で、3日ずつ職場体験
学習を実施。
名張中学校　3年179名　64事
業所：200,000円
赤目中学校　2年152名　55事
業所：160,000円
梗が丘中学校　2年93名　34
事業所：120,000円
北中学校　3年199名　59事業
所：200,000円
南中学校　2年109名　35事業
所：120,000円

６月～11月の間に、市内全５
中学校で、3日ずつ職場体験
学習を実施。
名張中学校　3年186名　65事
業所：200,000円
赤目中学校　2年155名　58事
業所：160,000円
梗が丘中学校　2年91名　40
事業所：120,000円
北中学校　3年166  57事業
所：200,000円
南中学校　2年109名　40事業
所：120,000円

指定管理

補助金・交付金

平成24年度
（計画）

平成25年度
（計画）

平成26年度
（計画）

６月～11月の間
に、市内全５中学
校で、3日ずつ職
場体験学習を実
施。

６月～11月の間
に、市内全５中学
校で、3日ずつ職
場体験学習を実
施。

６月～11月の間
に、市内全５中学
校で、3日ずつ職
場体験学習を実
施。

800千円 800千円800千円 800千円①直接事業費 880千円

財
源
内
訳

(

千
円

)

国庫支出金

その他（　　　）

県支出金 400

地方債

一般財源 (0) 400 880 800 800 800

職員 0.10人 0.08人 0.10人 0.10人 0.10人

臨時職員等 0.01人 0.01人 0.01人 0.01人 0.01人

(0千円) 747千円 601千円 747千円 747千円 747千円

1,547千円 1,547千円 1,547千円

※概算人件費②は、人工数に便宜上、1人当たり年間平均人件費（市一般会計全体、共済費を含む額）を乗じた数値を記載しています。
※平成22年度の（　　）内の数値は、21年度からの繰越事業費で、外数で記載しています。
※企業会計の財源内訳の一般財源欄は、一般会計繰入金を記載しています。
※平成24年度以降の計画（内容及び総事業費）については、予定であり確定したものではありません。

(0千円) 1,547千円 1,481千円
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（平成23年7月作成）

５．主な事業指標と成果

６．事業を取り巻く環境

７．担当室による点検 ［事務事業をより良く（最適化）するために］　

 ①協働等は実践していますか  ②協働等の主な相手先について

 ③協働等の主な形態について（現在および今後の可能性）  ④協働等の今後の取組について

(2)（現在の事業費の範囲で）効果を高める方法や工夫等を、さらに図ることができますか

(3)事業効果を一層高めるため、他の事務事業との連携や統合を図ることができますか

(4)新たな財源確保や事業に係る負担の見直し等を、さらに図ることができますか

(5)その他、有効性や効率性を高めるための工夫や取組を図ることができますか

８．今後の事務事業の方向（点検を踏まえた担当室による内部評価）

　総合評価（事業の展開方法）

事業指標名 単位
H.20

（現状値）
H.21 H.22 H.23 H.24

活動指標
目標

1人あたりの事業所数 数
- - - 3.0 4.0

実績 2.6 2,7 2,8

-
活動指標

目標 参加者の割合（参加対象者の割合：市内全中
学校１学年分全員参加の場合を100％とす
る）

％
-

実績 100% 100% 100%

- - -

-
成果指標

目標
学校に満足している児童生徒の割合 ％

90.0

実績 88.1 87.0 89.5

- - -

考察及び今後
の対応方針

順調に目標を達成できている。
本年度より、市単独予算で事業を推進することになったので、地域の事業所と連携しより良い成果を得られるよ
う努める。

事業環境の今後の変化
（対象者やニーズ、法令・制度の改正等）

市民・事業関係者・団体等からのこれまでの主な意見

キャリア教育は今後、さらに重要度を増す。そこで、本年度か
ら、市単独事業となったが、今後は、企業との連携を、いかに
行うのか、予算面も含めて検討する必要がある。

望ましい職業感、勤労観を身につける学習や職場体験学習を組
織的継続的に進めていくことが望まれている。

（1）協働の取組（「新しい公」の推進）

実践している その他団体

補助・助成 市が直接実施

備考欄（工夫・改善等を記載）

検討の余地がある

検討の余地がある

検討の余地がある

検討の余地がある

特記事項

継続（事務改善）

（1）短期的な（平成23年度）事務事業の工夫・改善など

商工会議所等との連携を行い、地域ぐるみの取り組みへの糸口を模索してきた。

（2）「継続（現行）」の理由、中長期的な（平成24年度以降）事務事業の工夫・改善など

将来、正しい職業観、勤労観を身につけさせることは、必要不可欠である。
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（平成23年7月作成）

事務事業シート（実施計画事前基礎シート）

○

23 23

１．事務事業の位置付け ２．予算区分

1

1

1 款

2 項

目

３．事務事業の概要

４．総合計画の目標達成に向けた主な事業の実績・計画

○

その他 （ ）

(H.23)No. 1190 (H.22)No. 1190

事務事業名 人権教育推進のための調査研究事業
事
業
区
分

(

複
数
選
択
可

)

ソフト施策事業

扶助費

補助金交付金

担当部局名 担当室名 室長名 連絡先 投資事業

教育委員会事務局 学校教育室 西山　嘉一 63-7882 施設等維持管理

新・継 事業期間 根拠法令等 内部管理事務

新規 平成 年度～ 平成 年度 特別及び企業会計、組合

総
合
計
画

政 策 心豊かな教育と文化に包まれた、ゆとりある暮らし 会計区分 事業コード 466801

基本政策 生きる力をはぐくむ教育の充実 一般会計 （中事業名）※予算書事業名

施 策 学校教育 教育費 教育振興費

小 施 策 人権・同和教育の推進 教育総務費 （小事業名）

重点施策コード 教育振興費 人権教育推進のための調査研究事業

事業概要 めざす効果（事業目的）

持続可能な人権教育を推進するための推進体制づくり、人づくり、ネットワークづく
りを調査研究し、県内の人権教育の充実・発展を進めることを目的に、複数市町
教育委員会で組織された広域人権教育調査研究協議会を設置し、県と市町が協
働して「地域内の人権教育の課題解決の手法の確立」や「人権教育に関する地域
の人材の養成と活用」について実践的調査・研究を進め、市町間の交流を推進す
る。

「部落問題を考える小学生のつどい」や「中学校
ヒューマンライツ」での取り組みによって、人権問題を
テーマにして、子どもたちがつながる機会をもつこと
ができる。また、中学校区別の研修会や、各中学校
区における人権教育推進協議会を中心とした地域内
の人権教育の課題解決に向けての研修会の充実を
図ることができる。

平成22年度
（実績・決算見込）

平成23年度
(計画・作成時予算額)

現在の実施手法（複数選択可）

市が直接実施

主な事業の
実績・計画

[事業内容（事業量）・事業費] [事業内容（事業量）・事業費] 業務委託（全部・一部）により実施

・中学校区別人権教育推進協
議会での講演会
　講師謝礼：125,000円
・「部落問題を考える小学生の
つどい」「ヒューマンライツ」参
加児童生徒移送用車両借上
げ
：126,210円
・研究冊子印刷製本：97,965円
・書籍、消耗品：105,825円

・中学校区別人権教育推進協議会
講演会謝金：20,000円×５ブロック
＝100,000円
・学校人権・同和教育実践交流会講
師謝金：40,000円
・中学校区別研修会講師謝金：
10,000円×５ブロック＝50,000円
・人権・同和教育講演会謝金：
75,000円
・管理職研修会講師謝金：40,000円
・人権・同和教育担当者研修会講師
謝金：10,000円
・人権フォーラム自動車借上げ料：
14５,000円
・印刷製本：60,000円
・会場借り上げ料：60,000円
・消耗品：86,000円
・保安員委託料：20,000円
・研修旅費：15,000円

指定管理

補助金・交付金

平成24年度
（計画）

平成25年度
（計画）

平成26年度
（計画）

①直接事業費 455千円 701千円

②概算人件費 (0千円) 1,494千円 2,078千円 0千円 0千円 0千円

人
工
数

職員 0.20人

臨時職員等 0.02人

0.28人

1,949千円 2,779千円

0.02人

0千円

財
源
内
訳

(

千
円

)

国庫支出金

①+②総事業費 (0千円)

県支出金 455 560

地方債

その他（　　）

0 0 0

※概算人件費②は、人工数に便宜上、1人当たり年間平均人件費（市一般会計全体、共済費を含む額）を乗じた数値を記載しています。
※平成22年度の（　　）内の数値は、21年度からの繰越事業費で、外数で記載しています。
※企業会計の財源内訳の一般財源欄は、一般会計繰入金を記載しています。
※平成24年度以降の計画（内容及び総事業費）については、予定であり確定したものではありません。

一般財源 (0) 0 141

0千円 0千円

1085



（平成23年7月作成）

５．主な事業指標と成果

６．事業を取り巻く環境

７．担当室による点検 ［事務事業をより良く（最適化）するために］　

 ①協働等は実践していますか  ②協働等の主な相手先について

 ③協働等の主な形態について（現在および今後の可能性）  ④協働等の今後の取組について

(2)（現在の事業費の範囲で）効果を高める方法や工夫等を、さらに図ることができますか

(3)事業効果を一層高めるため、他の事務事業との連携や統合を図ることができますか

(4)新たな財源確保や事業に係る負担の見直し等を、さらに図ることができますか

(5)その他、有効性や効率性を高めるための工夫や取組を図ることができますか

８．今後の事務事業の方向（点検を踏まえた担当室による内部評価）

　総合評価（事業の展開方法）

事業指標名 単位
H.20

（現状値）
H.21 H.22 H.23 H.24

活動指標
目標 人権教育に関わる研修会等（中学校区別研修会、人権・同和教育講

演会、管理職研修会、推進担当者研修会、推進協議会研修会、実践
交流会）の実施回数の総数

- - 10回 12回

実績 - - 16回

-
成果指標

目標 小中学校の教育環境に満足している市民の
割合

％
62.0

実績 59.2 57.0 57.5

- - -

目標

実績

考察及び今後
の対応方針

各取り組みにおいて、それぞれにおける課題解決に向けて取り組んでいる。しかし、この事業が今年度で終了す
るため、予算の面で、来年度以降の取り組みを再考していく必要がある。

事業環境の今後の変化
（対象者やニーズ、法令・制度の改正等）

市民・事業関係者・団体等からのこれまでの主な意見

各校区の人権教育推進協議会での講演会における講師謝金
については、来年度以降予算措置がなくなるので、来年度以
降の各推進協議会での研修のあり方を再考していく必要があ
る。

（1）協働の取組（「新しい公」の推進）

実践している その他団体

事業協力 継続実施

備考欄（工夫・改善等を記載）

できる

検討の余地がある

新たな財源確保や事業に係る負担の見直しは困難である

検討の余地がある

特記事項

平成23年度事業完了予定

（1）短期的な（平成23年度）事務事業の工夫・改善など

予算をより有効活用できるような活動内容を考えていく。

（2）「継続（現行）」の理由、中長期的な（平成24年度以降）事務事業の工夫・改善など
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（平成23年7月作成）

事務事業シート（実施計画事前基礎シート）

○

23

１．事務事業の位置付け ２．予算区分

4

1

1 款

2 項

目

３．事務事業の概要

４．総合計画の目標達成に向けた主な事業の実績・計画

○

その他 （ ）

0 0 0

※概算人件費②は、人工数に便宜上、1人当たり年間平均人件費（市一般会計全体、共済費を含む額）を乗じた数値を記載しています。
※平成22年度の（　　）内の数値は、21年度からの繰越事業費で、外数で記載しています。
※企業会計の財源内訳の一般財源欄は、一般会計繰入金を記載しています。
※平成24年度以降の計画（内容及び総事業費）については、予定であり確定したものではありません。

一般財源 (0) 0 550

0千円 0千円

その他（　　　）

地方債

県支出金

0千円

財
源
内
訳

(

千
円

)

国庫支出金

①+②総事業費 (0千円) 0千円 2,506千円

0.12人

0.24人人
工
数

職員

臨時職員等

②概算人件費 (0千円) 0千円 1,956千円 0千円 0千円 0千円

①直接事業費 550千円

平成25年度
（計画）

平成26年度
（計画）

主な事業の
実績・計画

[事業内容（事業量）・事業費] [事業内容（事業量）・事業費] 業務委託（全部・一部）により実施

・年間１０回の検討委員会の
委員への報償費（514千円）旅
費（26千円）
・先進校視察のための自動車
借り上げ料（10千円）

指定管理

補助金・交付金

平成24年度
（計画）

平成22年度
（実績・決算見込）

平成23年度
(計画・作成時予算額)

現在の実施手法（複数選択可）

市が直接実施

事業概要 めざす効果（事業目的）

　平成２２年９月に策定した「名張市子ども教育ビジョン」の施策の一つである（仮
称）名張市総合教育センター構想を樹立するにあたり、学識経験者や市民の代
表、教育関係者から広く意見やアイデアを求め、それらを反映したセンター構想を
策定するため、検討委員会を設置する。先進校視察を含めて、年間１０回の検討
委員会を開催する。市が抱える教育課題の解決や、市が進める学校教育や社会
教育を支援する活動の拠点施設としてのセンターの果たす役割や担う事業、セン
ターの運営形態や運営組織、施設の規模等について、本年度中に構想として取り
まとめる。

　子どもや保護者をはじめ市民全体のニーズに対応
し、市民に密着した施設の機能を反映した構想とな
る。

重点施策コード3-4.教育環境の充実（総合教育センターの推進） 教育振興費 （仮称）総合教育センター構想策定事業

小 施 策 義務教育 教育総務費 （小事業名）

生きる力をはぐくむ教育の充実 一般会計 （中事業名）※予算書事業名

施 策 学校教育 教育費 （仮称）総合教育センター構想策定事業

年度 特別及び企業会計、組合

総
合
計
画

政 策 心豊かな教育と文化に包まれた、ゆとりある暮らし 会計区分 事業コード

基本政策

継続 平成 年度～ 平成

新・継 事業期間 根拠法令等 内部管理事務

連絡先 投資事業

教育委員会事務局 学校教育室 西山嘉一 63-7882 施設等維持管理

事務事業名 （仮称）総合教育センター構想策定事業
事
業
区
分

(

複
数
選
択
可

)

ソフト施策事業

扶助費

補助金交付金

担当部局名 担当室名 室長名

(H.23)No. 1192 (H.22)No.
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（平成23年7月作成）

５．主な事業指標と成果

６．事業を取り巻く環境

７．担当室による点検 ［事務事業をより良く（最適化）するために］　

 ①協働等は実践していますか  ②協働等の主な相手先について

 ③協働等の主な形態について（現在および今後の可能性）  ④協働等の今後の取組について

(2)（現在の事業費の範囲で）効果を高める方法や工夫等を、さらに図ることができますか

(3)事業効果を一層高めるため、他の事務事業との連携や統合を図ることができますか

(4)新たな財源確保や事業に係る負担の見直し等を、さらに図ることができますか

(5)その他、有効性や効率性を高めるための工夫や取組を図ることができますか

８．今後の事務事業の方向（点検を踏まえた担当室による内部評価）

　総合評価（事業の展開方法） 特記事項

継続（現行）

（1）短期的な（平成23年度）事務事業の工夫・改善など

（2）「継続（現行）」の理由、中長期的な（平成24年度以降）事務事業の工夫・改善など

本年度末を以て本検討委員会は終了予定であるが、来年度以降、（仮称）総合教育セン
ターの設置場所、予算等、設置までの期間において、検討委員会、整備委員会等の継
続、移行を進める必要がある。

新たな財源確保や事業に係る負担の見直しは困難である

困難である

現在の手法が妥当である

現在の手法が妥当であり、連携や統合は困難である

市が直接実施

備考欄（工夫・改善等を記載）

検討委員会からの提言を受けて、設置場所、予算案など、構
想の実現に向けた具体の準備を進める必要がある。

（仮称）総合教育センター構想の実現への強い希望がある。

（1）協働の取組（「新しい公」の推進）

実践していない（適当ではない）（→④へ）

考察及び今後
の対応方針

本年度中の構想の樹立を目指しているが、樹立後、さらに、本構想の実現に向けて、平成２７年度設置に向けて
手順を示していけるよう、中長期的な計画を進めていく必要がある。

事業環境の今後の変化
（対象者やニーズ、法令・制度の改正等）

市民・事業関係者・団体等からのこれまでの主な意見

実績

目標

62.0

実績 59.2 57,5 59.2

- - - -
成果指標

目標 小・中学校の教育環境に満足している市民の
割合

％

8

実績 - - -

H.22 H.23 H.24

活動指標
目標

検討委員会の回数 ％
- - -

事業指標名 単位
H.20

（現状値）
H.21
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（平成23年7月作成）

事務事業シート（実施計画事前基礎シート）

○

１．事務事業の位置付け ２．予算区分

4

1

1 款

2 項

目

３．事務事業の概要

４．総合計画の目標達成に向けた主な事業の実績・計画

○

その他 （ ）

人
工
数

②概算人件費

①+②総事業費

(H.23)No.

担当部局名 担当室名 室長名 連絡先

新・継 事業期間

6099 (H.22)No. 6099

事務事業名 事務局一般経費
事
業
区
分

(

複
数
選
択
可

)

ソフト施策事業

扶助費

補助金交付金

投資事業

教育委員会事務局 学校教育室 西山嘉一 63-7882 施設等維持管理

根拠法令等 内部管理事務

継続 平成 年度～ 平成 年度 特別及び企業会計、組合

総
合
計
画

政 策 心豊かな教育と文化に包まれた、ゆとりある暮らし 会計区分

施 策 学校教育 教育費

事業コード 460503

基本政策 生きる力をはぐくむ教育の充実 一般会計 （中事業名）※予算書事業名

事務局費

小 施 策 義務教育 教育総務費 （小事業名）

重点施策コード 教育振興費 事務局一般経費

事業概要 めざす効果（事業目的）

学校教育室が事務局として対応するための管理費として必要最低限必要な予算で
あり、指導主事の旅費、教職員の人事異動業務に係る電話・コピー機の設置、各種
消耗品費等を見込んでいる。

この事業により、教育委員会事務局としての業務を円
滑に運営することができる。

平成22年度
（実績・決算見込）

平成23年度
(計画・作成時予算額)

現在の実施手法（複数選択可）

市が直接実施

主な事業の
実績・計画

[事業内容（事業量）・事業費] [事業内容（事業量）・事業費] 業務委託（全部・一部）により実施

学校教育室が事務局として対
応するための管理費、指導主
事の旅費、教職員の人事異動
業務に係る各種消耗品費として
使用

旅費：文部科学省伝達講習等
34千円
消耗品費：指導用図書・事務用
品・人事用事務用品78千円
役務費：臨時電話設置基本料
及び通信費42千円
使用料及び賃借料：人事異動
内申事務用コピー機リース代10
千円

旅費：文部科学省伝達講習等
92千円
消耗品費：指導用図書・事務
用品

・人事用事務用品87千円
役務費：臨時電話設置基本料
及び通信費65千円
使用料及び賃借料：人事異動
内申事務用コピー機リース代
60千円

指定管理

補助金・交付金

平成24年度
（計画）

平成25年度
（計画）

平成26年度
（計画）

旅費：文部科学省伝
達講習等　消耗品
費：指導用図書・事
務用品・人事用事務
用品　役務費：臨時
電話設置基本料及
び通信費使用料及
び賃借料：人事異動
内申事務用コピー機
リース代

旅費：文部科学省伝
達講習等　消耗品
費：指導用図書・事
務用品・人事用事務
用品　役務費：臨時
電話設置基本料及
び通信費使用料及
び賃借料：人事異動
内申事務用コピー機
リース代

旅費：文部科学省伝
達講習等　消耗品
費：指導用図書・事
務用品・人事用事務
用品　役務費：臨時
電話設置基本料及
び通信費使用料及
び賃借料：人事異動
内申事務用コピー機
リース代

394千円 394千円164千円 394千円①直接事業費 304千円

財
源
内
訳

(

千
円

)

国庫支出金

その他（　　　）

県支出金

地方債

一般財源 (0) 164 304 394 394 394

職員 0.10人 0.10人 0.10人 0.10人 0.10人

臨時職員等 0.01人 0.02人 0.01人 0.01人 0.01人

(0千円) 747千円 764千円 747千円 747千円 747千円

1,141千円 1,141千円 1,141千円

※概算人件費②は、人工数に便宜上、1人当たり年間平均人件費（市一般会計全体、共済費を含む額）を乗じた数値を記載しています。
※平成22年度の（　　）内の数値は、21年度からの繰越事業費で、外数で記載しています。
※企業会計の財源内訳の一般財源欄は、一般会計繰入金を記載しています。
※平成24年度以降の計画（内容及び総事業費）については、予定であり確定したものではありません。

(0千円) 911千円 1,068千円
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（平成23年7月作成）

５．主な事業指標と成果

６．事業を取り巻く環境

７．担当室による点検 ［事務事業をより良く（最適化）するために］　

 ①協働等は実践していますか  ②協働等の主な相手先について

 ③協働等の主な形態について（現在および今後の可能性）  ④協働等の今後の取組について

(2)（現在の事業費の範囲で）効果を高める方法や工夫等を、さらに図ることができますか

(3)事業効果を一層高めるため、他の事務事業との連携や統合を図ることができますか

(4)新たな財源確保や事業に係る負担の見直し等を、さらに図ることができますか

(5)その他、有効性や効率性を高めるための工夫や取組を図ることができますか

８．今後の事務事業の方向（点検を踏まえた担当室による内部評価）

　総合評価（事業の展開方法）

事業指標名 単位
H.20

（現状値）
H.21 H.22 H.23 H.24

活動指標
目標

市外県外指導主事研修会研究会参加延べ数 人
20 15 12 10 10

実績 21 4 11

-
成果指標

目標 小・中学校の教育環境に満足している市民の
割合

％
62.0

実績 59.2 57.5 59.2

- - -

活動指標
目標

実績

考察及び今後
の対応方針

順調に目標を達成できている。
引き続き、事業を推進し、より良い成果を得られるよう努める。

事業環境の今後の変化
（対象者やニーズ、法令・制度の改正等）

市民・事業関係者・団体等からのこれまでの主な意見

指導主事の研修等も含めた旅費については、指導主事の業務
の性質上、確保する必要がある。人事に係る事務を、市役所内
で進めることができないか、検討する必要がある。

（1）協働の取組（「新しい公」の推進）

実践していない（適当ではない）（→④へ）

市が直接実施

備考欄（工夫・改善等を記載）

人事に係る事務を、市役所内で進め
ることができないか、検討する必要が
ある。検討の余地がある

現在の手法が妥当であり、連携や統合は困難である

新たな財源確保や事業に係る負担の見直しは困難である

指導主事の旅費については、研修等を含
めて確保する必要がある。人事に係る事務
を、市役所内で進めることができないか、
検討する必要がある。

検討の余地がある

特記事項

継続（事務改善）

（1）短期的な（平成23年度）事務事業の工夫・改善など

指導主事の研修のための予算措置を検討する。人事に係る事務を、市役所内で進めること
ができないか、検討する。

（2）「継続（現行）」の理由、中長期的な（平成24年度以降）事務事業の工夫・改善など

指導主事の研修のための予算措置を確保する。人事に係る事務を、市役所内で進める。
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（平成23年7月作成）

事務事業シート（実施計画事前基礎シート）

○

１．事務事業の位置付け ２．予算区分

4

1

1 款

2 項

目

３．事務事業の概要

４．総合計画の目標達成に向けた主な事業の実績・計画

○

○

その他 （ ）

人
工
数

②概算人件費

①+②総事業費

(H.23)No.

担当部局名 担当室名 室長名 連絡先

新・継 事業期間

6101 (H.22)No. 6101

事務事業名 教育振興一般経費
事
業
区
分

(

複
数
選
択
可

)

ソフト施策事業

扶助費

補助金交付金

投資事業

教育委員会事務局 学校教育室 西山嘉一 63-7882 施設等維持管理

根拠法令等 内部管理事務

継続 平成 年度～ 平成 年度 特別及び企業会計、組合

総
合
計
画

政 策 心豊かな教育と文化に包まれた、ゆとりある暮らし 会計区分

施 策 学校教育 教育費

事業コード 462501

基本政策 生きる力をはぐくむ教育の充実 一般会計 （中事業名）※予算書事業名

教育振興費

小 施 策 義務教育 教育総務費 （小事業名）

重点施策コード 教育振興費 教育振興一般経費

事業概要 めざす効果（事業目的）

教育委員会として学校教育の充実に資するため、各学校の運営や児童生徒の活
動のために必要な経費である。

この事業により、各学校の運営や教育水準を維持向
上することができる。

平成22年度
（実績・決算見込）

平成23年度
(計画・作成時予算額)

現在の実施手法（複数選択可）

市が直接実施

主な事業の
実績・計画

[事業内容（事業量）・事業費] [事業内容（事業量）・事業費] 業務委託（全部・一部）により実施

報償費：事業推進報償費・就学
指導相談委員報償費・各種委
員会等報償費・特別支援学級
児童生徒交流会旅費　学校評
議員報償費・学力向上のため
の講演会講師報償費等）148千
円
カリキュラム作成等委託料883
千円
使用料及び賃借料0千円
負担金補助及び交付金（三重
県特別支援学級設置校長会会
費　・名張教育会館借用に係る
光熱水費等）1,836千円

報償費：事業推進報償費・就
学指導相談委員報償費・各種
委員会等報償費・特別支援学
級児童生徒交流会旅費　学校
評議員報償費・学力向上のた
めの講演会講師報償費等）
1,708千円
カリキュラム作成等委託料140
千円
使用料及び賃借料2千円
負担金補助及び交付金（三重
県特別支援学級設置校長会
会費　・名張教育会館借用に
係る光熱水費等）1,840千円

指定管理

補助金・交付金

平成24年度
（計画）

平成25年度
（計画）

平成26年度
（計画）

学校評議員報償
費・就学指導相談
委員報償費等
カリキュラム作成
等委託料
負担金補助及び
交付金等

学校評議員報償
費・就学指導相談
委員報償費等
カリキュラム作成
等委託料
負担金補助及び
交付金等

学校評議員報償
費・就学指導相談
委員報償費等
カリキュラム作成
等委託料
負担金補助及び
交付金等

3,542千円 3,542千円2,859千円 3,542千円①直接事業費 3,542千円

財
源
内
訳

(

千
円

)

国庫支出金

その他（　　　）

県支出金

地方債

一般財源 (0) 2,859 3,542 3,542 3,542 3,542

職員 0.10人 0.10人 0.10人 0.10人 0.10人

臨時職員等 0.01人 0.03人 0.01人 0.01人 0.01人

(0千円) 747千円 781千円 747千円 747千円 747千円

4,289千円 4,289千円 4,289千円

※概算人件費②は、人工数に便宜上、1人当たり年間平均人件費（市一般会計全体、共済費を含む額）を乗じた数値を記載しています。
※平成22年度の（　　）内の数値は、21年度からの繰越事業費で、外数で記載しています。
※企業会計の財源内訳の一般財源欄は、一般会計繰入金を記載しています。
※平成24年度以降の計画（内容及び総事業費）については、予定であり確定したものではありません。

(0千円) 3,606千円 4,323千円
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（平成23年7月作成）

５．主な事業指標と成果

６．事業を取り巻く環境

７．担当室による点検 ［事務事業をより良く（最適化）するために］　

 ①協働等は実践していますか  ②協働等の主な相手先について

 ③協働等の主な形態について（現在および今後の可能性）  ④協働等の今後の取組について

(2)（現在の事業費の範囲で）効果を高める方法や工夫等を、さらに図ることができますか

(3)事業効果を一層高めるため、他の事務事業との連携や統合を図ることができますか

(4)新たな財源確保や事業に係る負担の見直し等を、さらに図ることができますか

(5)その他、有効性や効率性を高めるための工夫や取組を図ることができますか

８．今後の事務事業の方向（点検を踏まえた担当室による内部評価）

　総合評価（事業の展開方法）

事業指標名 単位
H.20

（現状値）
H.21 H.22 H.23 H.24

活動指標
目標

特別支援学級児童生徒交流会事業開催数 回
8 10 12 12 12

実績 12 12 12

-
成果指標

目標 小・中学校の教育環境に満足している市民の
割合

％
62.0

実績 59.2 57.5 59.2

- - -

活動指標
目標

実績

考察及び今後
の対応方針

順調に目標を達成できている。
引き続き、事業を推進し、より良い成果を得られるよう努める。

事業環境の今後の変化
（対象者やニーズ、法令・制度の改正等）

市民・事業関係者・団体等からのこれまでの主な意見

学校評議員と学校関係者評価委員の報償費についての検討が
必要となる。

（1）協働の取組（「新しい公」の推進）

実践していないが、今後可能性がある 現時点で相手先は確定していない

補助・助成 今後、取組み予定

備考欄（工夫・改善等を記載）

検討の余地がある

検討の余地がある

検討の余地がある

検討の余地がある

特記事項

継続（事務改善）

（1）短期的な（平成23年度）事務事業の工夫・改善など

学校評議員の報償費を、学校関係者評価委員との関連で検討する。

（2）「継続（現行）」の理由、中長期的な（平成24年度以降）事務事業の工夫・改善など

名張市の教育的課題の解決のために予算化している委託料を統合し、名張市全体の教育
力の向上のため、（仮称）名張市総合教育センター構想を視野に入れて、改善を図る。
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（平成23年7月作成）

事務事業シート（実施計画事前基礎シート）

○

22

１．事務事業の位置付け ２．予算区分

4

1

1 款

2 項

目

３．事務事業の概要

４．総合計画の目標達成に向けた主な事業の実績・計画

○

その他 （ ）

※概算人件費②は、人工数に便宜上、1人当たり年間平均人件費（市一般会計全体、共済費を含む額）を乗じた数値を記載しています。
※平成22年度の（　　）内の数値は、21年度からの繰越事業費で、外数で記載しています。
※企業会計の財源内訳の一般財源欄は、一般会計繰入金を記載しています。
※平成24年度以降の計画（内容及び総事業費）については、予定であり確定したものではありません。

(0千円) 1,710千円 1,174千円

0千円 949千円

0千円 0千円 1,174千円

(0千円) 1,460千円 949千円 0千円

0.13人

臨時職員等

職員 0.20人 0.13人

一般財源 (0) 250 225 0 0 225

県支出金

地方債

①直接事業費 225千円

財
源
内
訳

(

千
円

)

国庫支出金

その他（　　　）

225千円250千円

平成25年度
（計画）

平成26年度
（計画）

・伊賀地区教科用
図書採択協議会
の開催（2回）
・調査委員会（3
回）
・運営に係る負担
金（225千円）

主な事業の
実績・計画

[事業内容（事業量）・事業費] [事業内容（事業量）・事業費] 業務委託（全部・一部）により実施

・伊賀地区教科用図書採択協
議会の開催（2回）
・調査委員会（3回）
・運営に係る負担金（250千
円）

・伊賀地区教科用図書採択協
議会の開催（2回）
・調査委員会（3回）
・運営に係る負担金（225千
円）

指定管理

補助金・交付金

平成24年度
（計画）

平成22年度
（実績・決算見込）

平成23年度
(計画・作成時予算額)

現在の実施手法（複数選択可）

市が直接実施

事業概要 めざす効果（事業目的）

　平成23年度が、平成24年度から使用する公立中学校の教科書採択の年度にあ
たる。平成23年4月末に三重県教科用図書選定審議会が開催され、その諮問を受
けて、伊賀地区教科用図書採択協議会を開催する。採択地区である伊賀市と名
張市が負担金を出し合って、協議会及び調査員調査のための費用を支出し、協議
会を運営する。

　この事業により、教科用図書の採択を法律に則り円
滑に行うことができる。

重点施策コード 教育振興費 教科用図書採択業務

教育振興費

小 施 策 義務教育 教育総務費 （小事業名）

事業コード 462506

基本政策 生きる力をはぐくむ教育の充実 一般会計 （中事業名）※予算書事業名
総
合
計
画

政 策 心豊かな教育と文化に包まれた、ゆとりある暮らし 会計区分

施 策 学校教育 教育費

根拠法令等 内部管理事務

平成 年度～ 平成 年度 義務教育諸学校の教科用図書の無償措置に関する法律 特別及び企業会計、組合

投資事業

教育委員会事務局 学校教育室 西山　嘉一 63-7882 施設等維持管理

6103 (H.22)No. 6103

事務事業名 教科用図書採択業務
事
業
区
分

(

複
数
選
択
可

)

ソフト施策事業

扶助費

○ 補助金交付金

人
工
数

②概算人件費

①+②総事業費

(H.23)No.

担当部局名 担当室名 室長名 連絡先

新・継 事業期間
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（平成23年7月作成）

５．主な事業指標と成果

６．事業を取り巻く環境

７．担当室による点検 ［事務事業をより良く（最適化）するために］　

 ①協働等は実践していますか  ②協働等の主な相手先について

 ③協働等の主な形態について（現在および今後の可能性）  ④協働等の今後の取組について

(2)（現在の事業費の範囲で）効果を高める方法や工夫等を、さらに図ることができますか

(3)事業効果を一層高めるため、他の事務事業との連携や統合を図ることができますか

(4)新たな財源確保や事業に係る負担の見直し等を、さらに図ることができますか

(5)その他、有効性や効率性を高めるための工夫や取組を図ることができますか

８．今後の事務事業の方向（点検を踏まえた担当室による内部評価）

　総合評価（事業の展開方法） 特記事項

継続（現行）

（1）短期的な（平成23年度）事務事業の工夫・改善など

（2）「継続（現行）」の理由、中長期的な（平成24年度以降）事務事業の工夫・改善など

義務教育諸学校の教科用図書の無償措置に関する法律にのっとり校種別に4年ごとの採
択に係る予算が必要である。

新たな財源確保や事業に係る負担の見直しは困難である

困難である

現在の手法が妥当である

現在の手法が妥当であり、連携や統合は困難である

市が直接実施

備考欄（工夫・改善等を記載）

　義務教育諸学校の教科用図書の無償措置に関する法律の
遵守

　公正な教科用図書採択の望まれる。

（1）協働の取組（「新しい公」の推進）

実践していない（適当ではない）（→④へ）

考察及び今後
の対応方針

本年度中学校用教科用図書が採択が終了し、３年後に小学校用、４年後に中学校用教科用図書の採択となる
まで、予算措置の必要は無いが、今後も、法律に従い予算措置が必要となる。

事業環境の今後の変化
（対象者やニーズ、法令・制度の改正等）

市民・事業関係者・団体等からのこれまでの主な意見

実績

目標

62.0

実績 59.2 57,5 59.2

- - - -
成果指標

目標 小・中学校の教育環境に満足している市民の
割合

％

-

実績 - - 2 -

H.22 H.23 H.24

活動指標
目標

伊賀地区教科用図書採択協議会の回数 回
- - 2

事業指標名 単位
H.20

（現状値）
H.21
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（平成23年7月作成）

事務事業シート（実施計画事前基礎シート）

○

１．事務事業の位置付け ２．予算区分

4

1

1 款

2 項

目

３．事務事業の概要

４．総合計画の目標達成に向けた主な事業の実績・計画

その他 （ ）

人
工
数

②概算人件費

①+②総事業費

(H.23)No.

担当部局名 担当室名 室長名 連絡先

新・継 事業期間

6105 (H.22)No. 6105

事務事業名 小学校管理費（学校教育室）
事
業
区
分

(

複
数
選
択
可

)

ソフト施策事業

扶助費

補助金交付金

投資事業

教育委員会事務局 学校教育室 西山　嘉一 63-7882 施設等維持管理

根拠法令等 内部管理事務

継続 平成 年度～ 平成 年度 特別及び企業会計、組合

総
合
計
画

政 策 心豊かな教育と文化に包まれた、ゆとりある暮らし 会計区分

施 策 学校教育 教育費

事業コード 470503

基本政策 生きる力をはぐくむ教育の充実 一般会計 （中事業名）※予算書事業名

小学校管理費

小 施 策 義務教育 小学校費 （小事業名）

重点施策コード 小学校管理費 小学校管理費

事業概要 めざす効果（事業目的）

夏季休業中のプール管理・監視補助員の賃金や、特別支援学級の介助員の旅
費、通知票の印刷など、小学校の運営管理を行う。

子どもが学校で安全に生活できることを保障するな
ど、学校を円滑に運営させることができる。

平成22年度
（実績・決算見込）

平成23年度
(計画・作成時予算額)

現在の実施手法（複数選択可）

市が直接実施

主な事業の
実績・計画

[事業内容（事業量）・事業費] [事業内容（事業量）・事業費] 業務委託（全部・一部）により実施

臨時雇用賃金（プール監視
員）  ８３３千円
介助員等旅費　１４６千円
通知票印刷費　３７５千円
自動車借上料　　１５千円

臨時雇用賃金（プール監視
員）
６３千円×１７人分＝９２１千
円
介助員等旅費　１２５千円
通知票印刷費　４１６千円
自動車借上料　　４６千円

指定管理

補助金・交付金

平成24年度
（計画）

平成25年度
（計画）

平成26年度
（計画）

夏季休業中の
プール管理・監視
補助員の賃金、特
別支援学級の介
助員の旅費、通知
票の印刷など、小
学校の運営管理

夏季休業中の
プール管理・監視
補助員の賃金、特
別支援学級の介
助員の旅費、通知
票の印刷など、小
学校の運営管理

夏季休業中の
プール管理・監視
補助員の賃金、特
別支援学級の介
助員の旅費、通知
票の印刷など、小
学校の運営管理

1,658千円 1,658千円1,369千円 1,658千円①直接事業費 1,508千円

財
源
内
訳

(

千
円

)

国庫支出金

その他（　　　）

県支出金

地方債

一般財源 (0) 1,369 1,508 1,658 1,658 1,658

職員 0.10人 0.06人 0.10人 0.10人 0.10人

臨時職員等 0.01人 0.02人 0.01人 0.01人 0.01人

(0千円) 747千円 472千円 747千円 747千円 747千円

2,405千円 2,405千円 2,405千円

※概算人件費②は、人工数に便宜上、1人当たり年間平均人件費（市一般会計全体、共済費を含む額）を乗じた数値を記載しています。
※平成22年度の（　　）内の数値は、21年度からの繰越事業費で、外数で記載しています。
※企業会計の財源内訳の一般財源欄は、一般会計繰入金を記載しています。
※平成24年度以降の計画（内容及び総事業費）については、予定であり確定したものではありません。

(0千円) 2,116千円 1,980千円
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（平成23年7月作成）

５．主な事業指標と成果

６．事業を取り巻く環境

７．担当室による点検 ［事務事業をより良く（最適化）するために］　

 ①協働等は実践していますか  ②協働等の主な相手先について

 ③協働等の主な形態について（現在および今後の可能性）  ④協働等の今後の取組について

(2)（現在の事業費の範囲で）効果を高める方法や工夫等を、さらに図ることができますか

(3)事業効果を一層高めるため、他の事務事業との連携や統合を図ることができますか

(4)新たな財源確保や事業に係る負担の見直し等を、さらに図ることができますか

(5)その他、有効性や効率性を高めるための工夫や取組を図ることができますか

８．今後の事務事業の方向（点検を踏まえた担当室による内部評価）

　総合評価（事業の展開方法）

事業指標名 単位
H.20

（現状値）
H.21 H.22 H.23 H.24

活動指標
目標

自立支援員研修 回
- - 2 2

実績 1 1 2

活動指標
目標

自立支援員研修の人数 人
30

実績 27 24 24

- - 24

-
成果指標

目標 小・中学校の教育環境に満足している市民の
割合

％
62.0

実績 59.2 57,5 59.2

- - -

考察及び今後
の対応方針

自立支援研修に関しては、２２年度より年２回実施し、自立支援員の資質の向上を図る。このことにより、特別な
支援が必要な児童への支援が充実する。

事業環境の今後の変化
（対象者やニーズ、法令・制度の改正等）

市民・事業関係者・団体等からのこれまでの主な意見

特別な支援が必要な児童の増加に伴い、介助員・学習サ
ポーターの人数を増やしていかなければならない状況にあ
る。

特別支援教育に係る人的な支援について強い要望が出されてい
る。

（1）協働の取組（「新しい公」の推進）

実践していない（適当ではない）（→④へ）

市が直接実施

備考欄（工夫・改善等を記載）

現在の手法が妥当である

現在の手法が妥当であり、連携や統合は困難である

新たな財源確保や事業に係る負担の見直しは困難である

困難である

特記事項

継続（現行）

（1）短期的な（平成23年度）事務事業の工夫・改善など

（2）「継続（現行）」の理由、中長期的な（平成24年度以降）事務事業の工夫・改善など

今後、学校運営には不可欠な費用である。
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（平成23年7月作成）

事務事業シート（実施計画事前基礎シート）

○

１．事務事業の位置付け ２．予算区分

4

1

1 款

2 項

目

３．事務事業の概要

４．総合計画の目標達成に向けた主な事業の実績・計画

○

その他 （ ）

人
工
数

②概算人件費

①+②総事業費

(H.23)No.

担当部局名 担当室名 室長名 連絡先

新・継 事業期間

6108 (H.22)No. 6108

事務事業名 小学校教育用コンピュータ管理費
事
業
区
分

(

複
数
選
択
可

)

ソフト施策事業

扶助費

補助金交付金

投資事業

教育委員会事務局 学校教育室 西山　嘉一 63-7882 施設等維持管理

根拠法令等 内部管理事務

継続 平成 年度～ 平成 年度 特別及び企業会計、組合

総
合
計
画

政 策 心豊かな教育と文化に包まれた、ゆとりある暮らし 会計区分

施 策 学校教育 教育費

事業コード 470504

基本政策 生きる力をはぐくむ教育の充実 一般会計 （中事業名）※予算書事業名

小学校管理費

小 施 策 義務教育 小学校費 （小事業名）

重点施策コード 小学校管理費 小学校教育用コンピュータ管理費

事業概要 めざす効果（事業目的）

平成２０年度までに、市内小中学校における、パソコン教室の教育用パソコン及
びネットワークが再整備されました。また、２１年度には、教職員一人１台校務用
パソコンの整備が完了しました。それに伴い、ソフト面を充実し、児童生徒の情報
教育リテラシーの向上及び教職員のパソコンの効率的な活用をめざします。

児童生徒には、情報機器に慣れ親しむ機会を多くす
ることにより、情報化社会を生き抜く力を育むのと同
時に、教員の事務処理に係る時間を軽減することに
より、子どもと向き合う時間を確保し、よりよい教育環
境を保障します。

平成22年度
（実績・決算見込）

平成23年度
(計画・作成時予算額)

現在の実施手法（複数選択可）

市が直接実施

主な事業の
実績・計画

[事業内容（事業量）・事業費] [事業内容（事業量）・事業費] 業務委託（全部・一部）により実施

インターネット使用料
１７校×１２ヶ月＝２,９１４千円
使用料及び賃借料
３１,０６７千円

インターネット使用料
１７校×１２ヶ月＝２,９１４千円
使用料及び賃借料
３１,１０３千円
保守委託料　６９３千円
修繕料　４９０千円

指定管理

補助金・交付金

平成24年度
（計画）

平成25年度
（計画）

平成26年度
（計画）

インターネット使用
料、使用料及び賃
借料、修繕費、教
育用ソフトの充実

インターネット使用
料、使用料及び賃
借料、修繕費、教
育用ソフトの充実

インターネット使用
料、使用料及び賃
借料、修繕費、教
育用ソフトの充実

50,000千円 50,000千円33,981千円 50,000千円①直接事業費 35,200千円

財
源
内
訳

(

千
円

)

国庫支出金

その他（　　　）

県支出金

地方債

一般財源 (0) 33,981 35,200 50,000 50,000 50,000

職員 0.10人 0.16人 0.10人 0.10人 0.10人

臨時職員等 0.01人 0.01人 0.01人 0.01人 0.01人

(0千円) 747千円 1,185千円 747千円 747千円 747千円

50,747千円 50,747千円 50,747千円

※概算人件費②は、人工数に便宜上、1人当たり年間平均人件費（市一般会計全体、共済費を含む額）を乗じた数値を記載しています。
※平成22年度の（　　）内の数値は、21年度からの繰越事業費で、外数で記載しています。
※企業会計の財源内訳の一般財源欄は、一般会計繰入金を記載しています。
※平成24年度以降の計画（内容及び総事業費）については、予定であり確定したものではありません。

(0千円) 34,728千円 36,385千円
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（平成23年7月作成）

５．主な事業指標と成果

６．事業を取り巻く環境

７．担当室による点検 ［事務事業をより良く（最適化）するために］　

 ①協働等は実践していますか  ②協働等の主な相手先について

 ③協働等の主な形態について（現在および今後の可能性）  ④協働等の今後の取組について

(2)（現在の事業費の範囲で）効果を高める方法や工夫等を、さらに図ることができますか

(3)事業効果を一層高めるため、他の事務事業との連携や統合を図ることができますか

(4)新たな財源確保や事業に係る負担の見直し等を、さらに図ることができますか

(5)その他、有効性や効率性を高めるための工夫や取組を図ることができますか

８．今後の事務事業の方向（点検を踏まえた担当室による内部評価）

　総合評価（事業の展開方法）

事業指標名 単位
H.20

（現状値）
H.21 H.22 H.23 H.24

活動指標
目標

各学校で普通教室で使えるパソコンの台数 台
- - 1 3 5

実績 0 0 1

-
成果指標

目標 小中学校の教育環境に満足している市民の
割合

％
62.0

実績 59.2 57.5 59.2

- - -

目標

実績

考察及び今後
の対応方針

各校からの情報収集を行い、活用事例を共有するとともに、課題を明らかにして活用場面を広げていく。

事業環境の今後の変化
（対象者やニーズ、法令・制度の改正等）

市民・事業関係者・団体等からのこれまでの主な意見

校務用パソコンが一人１台整備できた。本年度は保証期間内
なので修繕費はかからないが、次年度より約４００台の修繕
費が必要となる。また、教育用ソフトを充実し、子どものリテラ
シーを高めていく必要がある。

連日、パソコンのメンテナンスについての問い合わせがある。ま
た、コンピュータ活用検討委員会において、教育用ソフトの充実
に関する強い要望が出されている。

（1）協働の取組（「新しい公」の推進）

実践していない（適当ではない）（→④へ）

市が直接実施

備考欄（工夫・改善等を記載）

現在の手法が妥当である

現在の手法が妥当であり、連携や統合は困難である

新たな財源確保や事業に係る負担の見直しは困難である

困難である

特記事項

継続（拡大）

（1）短期的な（平成23年度）事務事業の工夫・改善など

各校におけるコンピュータの活用状況を把握し、現場に必要なハード、ソフトについて集
約する。

（2）「継続（現行）」の理由、中長期的な（平成24年度以降）事務事業の工夫・改善など

校務用パソコンの稼働率がよくなるように、文書管理について合理的な方法を議論する。
情報機器を活用し、効果的に教育を進めるための指導法について検討する。
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（平成23年7月作成）

事務事業シート（実施計画事前基礎シート）

○

１．事務事業の位置付け ２．予算区分

4

1

1 款

2 項

目

３．事務事業の概要

４．総合計画の目標達成に向けた主な事業の実績・計画

その他 （ ）

※概算人件費②は、人工数に便宜上、1人当たり年間平均人件費（市一般会計全体、共済費を含む額）を乗じた数値を記載しています。
※平成22年度の（　　）内の数値は、21年度からの繰越事業費で、外数で記載しています。
※企業会計の財源内訳の一般財源欄は、一般会計繰入金を記載しています。
※平成24年度以降の計画（内容及び総事業費）については、予定であり確定したものではありません。

(0千円) 558千円 652千円

382千円 382千円

708千円 708千円 708千円

(0千円) 382千円 326千円 382千円

0.05人 0.05人 0.05人

臨時職員等 0.01人 0.02人 0.01人 0.01人 0.01人

職員 0.05人 0.04人

一般財源 (0) 176 326 326 326 326

県支出金

地方債

326千円①直接事業費 326千円

財
源
内
訳

(

千
円

)

国庫支出金

その他（　　　）

326千円 326千円176千円

平成25年度
（計画）

平成26年度
（計画）

・中学校通知票の
印刷製本費
・介助員旅費
・介助員研修会等
市内出張

・中学校通知票の
印刷製本費
・介助員旅費
・介助員研修会等
市内出張

・中学校通知票の
印刷製本費
・介助員旅費
・介助員研修会等
市内出張

主な事業の
実績・計画

[事業内容（事業量）・事業費] [事業内容（事業量）・事業費] 業務委託（全部・一部）により実施

・中学校通知票の印刷製本費
(100千円)
・介助員旅費(74千円)
・介助員研修会等自動車借り
上げ料(3千円)

・中学校通知票の印刷製本費
(139千円)
・介助員旅費(178千円)
・介助員研修会等自動車借り
上げ料(9千円)

指定管理

補助金・交付金

平成24年度
（計画）

平成22年度
（実績・決算見込）

平成23年度
(計画・作成時予算額)

現在の実施手法（複数選択可）

市が直接実施

事業概要 めざす効果（事業目的）

中学校での特別支援学級の介助員の旅費、通知票の印刷など、学校の運営管
理に関するものである。

この事業により、学校を円滑に運営させることができ
る。

重点施策コード 中学校管理費 中学校管理費

中学校管理費

小 施 策 義務教育 中学校費 （小事業名）

事業コード 480503

基本政策 生きる力をはぐくむ教育の充実 一般会計 （中事業名）※予算書事業名
総
合
計
画

政 策 心豊かな教育と文化に包まれた、ゆとりある暮らし 会計区分

施 策 学校教育 教育費

根拠法令等 内部管理事務

継続 平成 年度～ 平成 年度 特別及び企業会計、組合

投資事業

教育委員会事務局 学校教育室 西山嘉一 63-7882 施設等維持管理

6110 (H.22)No. 6110

事務事業名 中学校管理費
事
業
区
分

(

複
数
選
択
可

)

ソフト施策事業

扶助費

補助金交付金

人
工
数

②概算人件費

①+②総事業費

(H.23)No.

担当部局名 担当室名 室長名 連絡先

新・継 事業期間
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（平成23年7月作成）

５．主な事業指標と成果

６．事業を取り巻く環境

７．担当室による点検 ［事務事業をより良く（最適化）するために］　

 ①協働等は実践していますか  ②協働等の主な相手先について

 ③協働等の主な形態について（現在および今後の可能性）  ④協働等の今後の取組について

(2)（現在の事業費の範囲で）効果を高める方法や工夫等を、さらに図ることができますか

(3)事業効果を一層高めるため、他の事務事業との連携や統合を図ることができますか

(4)新たな財源確保や事業に係る負担の見直し等を、さらに図ることができますか

(5)その他、有効性や効率性を高めるための工夫や取組を図ることができますか

８．今後の事務事業の方向（点検を踏まえた担当室による内部評価）

　総合評価（事業の展開方法） 特記事項

継続（現行）

（1）短期的な（平成23年度）事務事業の工夫・改善など

（2）「継続（現行）」の理由、中長期的な（平成24年度以降）事務事業の工夫・改善など

ここ数年の介助員数の推移から、現在の配置人数が妥当である。

新たな財源確保や事業に係る負担の見直しは困難である

困難である

現在の手法が妥当である

現在の手法が妥当であり、連携や統合は困難である

市が直接実施

備考欄（工夫・改善等を記載）

特別支援が必要な児童生徒が年々増加傾向にあり、個別の
対応が求められている。

特別支援教育に係る人的な支援について強い要望が出されてい
る。

（1）協働の取組（「新しい公」の推進）

実践していない（適当ではない）（→④へ）

考察及び今後
の対応方針

引き続き、自立支援員の配置を充実させ、より良い成果を得られるよう努める。

事業環境の今後の変化
（対象者やニーズ、法令・制度の改正等）

市民・事業関係者・団体等からのこれまでの主な意見

実績

目標

62.0

実績 59.2 57.5 59.2

- - - -
成果指標

目標 小・中学校の教育環境に満足している市民の
割合

％

27 27

実績 27 24 24

H.22 H.23 H.24

活動指標
目標

自立支援員の配置人数 人
27 27 27

事業指標名 単位
H.20

（現状値）
H.21
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（平成23年7月作成）

事務事業シート（実施計画事前基礎シート）

○

１．事務事業の位置付け ２．予算区分

4

1

1 款

2 項

目

３．事務事業の概要

４．総合計画の目標達成に向けた主な事業の実績・計画

○

その他 （ ）

人
工
数

②概算人件費

①+②総事業費

(H.23)No.

担当部局名 担当室名 室長名 連絡先

新・継 事業期間

6112 (H.22)No. 6112

事務事業名 中学校教育用コンピュータ管理費
事
業
区
分

(

複
数
選
択
可

)

ソフト施策事業

扶助費

補助金交付金

投資事業

教育委員会事務局 学校教育室 西山　嘉一 63-7882 施設等維持管理

根拠法令等 内部管理事務

継続 平成 年度～ 平成 年度 特別及び企業会計、組合

総
合
計
画

政 策 心豊かな教育と文化に包まれた、ゆとりある暮らし 会計区分

施 策 学校教育 教育費

事業コード 480504

基本政策 生きる力をはぐくむ教育の充実 一般会計 （中事業名）※予算書事業名

中学校管理費

小 施 策 義務教育 中学校費 （小事業名）

重点施策コード 中学校管理費 中学校教育用コンピュータ管理費

事業概要 めざす効果（事業目的）

平成２０年度までに、市内小中学校における、パソコン教室の教育用パソコン及
びネットワークが再整備されました。また、２１年度には、教職員一人１台校務用
パソコンの整備が完了しました。それに伴い、ソフト面を充実し、児童生徒の情報
教育リテラシーの向上及び教職員のパソコンの効率的な活用をめざします。

児童生徒には、情報機器に慣れ親しむ機会をおおく
することにより、情報化社会を生き抜く力を育むのと
同時に、教員の事務処理に係る時間を軽減すること
により、子どもと向き合う時間を確保し、よりよい教育
環境を保障します。

平成22年度
（実績・決算見込）

平成23年度
(計画・作成時予算額)

現在の実施手法（複数選択可）

市が直接実施

主な事業の
実績・計画

[事業内容（事業量）・事業費] [事業内容（事業量）・事業費] 業務委託（全部・一部）により実施

インターネット使用料　８５７千
円
使用料及び賃借料　９４６９千
円

インターネット使用料　８５７千
円
使用料及び賃借料　９４６９千
円
修繕料　３５０千円

指定管理

補助金・交付金

平成24年度
（計画）

平成25年度
（計画）

平成26年度
（計画）

インターネット使用
料、使用料及び賃
借料、修繕費、教
育用ソフトの充実

インターネット使用
料、使用料及び賃
借料、修繕費、教
育用ソフトの充実

インターネット使用
料、使用料及び賃
借料、修繕費、教
育用ソフトの充実

16,000千円 16,000千円10,326千円 16,000千円①直接事業費 10,676千円

財
源
内
訳

(

千
円

)

国庫支出金

その他（　　　）

県支出金

地方債

一般財源 (0) 10,326 10,676 16,000 16,000 16,000

職員 0.10人 0.11人 0.10人 0.10人 0.10人

臨時職員等 0.01人 0.01人 0.01人 0.01人 0.01人

(0千円) 747千円 820千円 747千円 747千円 747千円

16,747千円 16,747千円 16,747千円

※概算人件費②は、人工数に便宜上、1人当たり年間平均人件費（市一般会計全体、共済費を含む額）を乗じた数値を記載しています。
※平成22年度の（　　）内の数値は、21年度からの繰越事業費で、外数で記載しています。
※企業会計の財源内訳の一般財源欄は、一般会計繰入金を記載しています。
※平成24年度以降の計画（内容及び総事業費）については、予定であり確定したものではありません。

(0千円) 11,073千円 11,496千円
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（平成23年7月作成）

５．主な事業指標と成果

６．事業を取り巻く環境

７．担当室による点検 ［事務事業をより良く（最適化）するために］　

 ①協働等は実践していますか  ②協働等の主な相手先について

 ③協働等の主な形態について（現在および今後の可能性）  ④協働等の今後の取組について

(2)（現在の事業費の範囲で）効果を高める方法や工夫等を、さらに図ることができますか

(3)事業効果を一層高めるため、他の事務事業との連携や統合を図ることができますか

(4)新たな財源確保や事業に係る負担の見直し等を、さらに図ることができますか

(5)その他、有効性や効率性を高めるための工夫や取組を図ることができますか

８．今後の事務事業の方向（点検を踏まえた担当室による内部評価）

　総合評価（事業の展開方法）

事業指標名 単位
H.20

（現状値）
H.21 H.22 H.23 H.24

活動指標
目標

各学校で普通教室で使えるパソコンの台数 台
- - 1 3 5

実績 0 0 1

-
成果指標

目標 小・中学校の教育環境に満足している市民の
割合

％
62.0

実績 59.2 57,5 59.2

- - -

目標

実績

考察及び今後
の対応方針

各校からの情報収集を行い、活用事例を共有するとともに、課題を明らかにして活用場面を広げていく。

事業環境の今後の変化
（対象者やニーズ、法令・制度の改正等）

市民・事業関係者・団体等からのこれまでの主な意見

校務用パソコンが一人１台整備できた。本年度は保証期間内
なので修繕費はかからないが、次年度より約４００台の修繕
費が必要となる。また、教育用ソフトを充実し、子どものリテラ
シーを高めていく必要がある。

連日、パソコンのメンテナンスについての問い合わせがある。ま
た、コンピュータ活用検討委員会において、教育用ソフトの充実
に関する強い要望が出されている。

（1）協働の取組（「新しい公」の推進）

実践していない（適当ではない）（→④へ）

市が直接実施

備考欄（工夫・改善等を記載）

現在の手法が妥当である

現在の手法が妥当であり、連携や統合は困難である

新たな財源確保や事業に係る負担の見直しは困難である

困難である

特記事項

継続（拡大）

（1）短期的な（平成23年度）事務事業の工夫・改善など

各校におけるコンピュータの活用状況を把握し、現場に必要なハード、ソフトについて集
約する。

（2）「継続（現行）」の理由、中長期的な（平成24年度以降）事務事業の工夫・改善など

校務用パソコンの稼働率がよくなるように、文書管理について合理的な方法を議論す
る。情報機器を活用し、効果的に教育を進めるための指導法について検討する。

1102



（平成23年7月作成）

事務事業シート（実施計画事前基礎シート）

○

１．事務事業の位置付け ２．予算区分

4

1

1 款

1 項

目

３．事務事業の概要

４．総合計画の目標達成に向けた主な事業の実績・計画

その他 （ ）

※概算人件費②は、人工数に便宜上、1人当たり年間平均人件費（市一般会計全体、共済費を含む額）を乗じた数値を記載しています。
※平成22年度の（　　）内の数値は、21年度からの繰越事業費で、外数で記載しています。
※企業会計の財源内訳の一般財源欄は、一般会計繰入金を記載しています。
※平成24年度以降の計画（内容及び総事業費）については、予定であり確定したものではありません。

(0千円) 0千円 854千円

0千円 0千円

854千円 0千円 0千円

(0千円) 0千円 674千円 674千円

0.09人

臨時職員等 0.01人 0.01人

職員 0.09人

一般財源 (0) 0 180 180 0 0

県支出金

地方債

180千円①直接事業費 180千円

財
源
内
訳

(

千
円

)

国庫支出金

その他（　　　）

0千円

平成25年度
（計画）

平成26年度
（計画）

市指定教育研究
推進事業委託料
（180千円）

主な事業の
実績・計画

[事業内容（事業量）・事業費] [事業内容（事業量）・事業費] 業務委託（全部・一部）により実施

　　　子育て支援室へ移管
市指定教育研究推進事業委
託料（180千円）

指定管理

補助金・交付金

平成24年度
（計画）

平成22年度
（実績・決算見込）

平成23年度
(計画・作成時予算額)

現在の実施手法（複数選択可）

市が直接実施

事業概要 めざす効果（事業目的）

公立幼稚園を、指定研究推進校に指定し、「名張市子ども教育ビジョン」の施策１
「就学前教育保育から一貫し、連続した育ちを支えるしくみ」に示す小幼保の連
携を含めた幼児教育の研究を、指導主事を派遣しながら、２年間かけて行い、市
に広く発信する。

本事業を推進することで、市立幼稚園の就学前教育
の資質向上に帰すると共に、広く研究結果を市に発
信することにより、名張市における就学前教育の資
質向上を図る。

重点施策コード 公立幼稚園費 幼稚園運営費

公立幼稚園費

小 施 策 幼児教育 幼稚園費 （小事業名）

事業コード 490503

基本政策 生きる力をはぐくむ教育の充実 一般会計 （中事業名）※予算書事業名
総
合
計
画

政 策 心豊かな教育と文化に包まれた、ゆとりある暮らし 会計区分

施 策 学校教育 教育費

根拠法令等 内部管理事務

平成 年度～ 平成 年度 特別及び企業会計、組合

投資事業

教育委員会事務局 学校教育室 西山　嘉一 63-7882 施設等維持管理

6114 (H.22)No. 6114

事務事業名 幼稚園運営費
事
業
区
分

(

複
数
選
択
可

)

ソフト施策事業

扶助費

補助金交付金

人
工
数

②概算人件費

①+②総事業費

(H.23)No.

担当部局名 担当室名 室長名 連絡先

新・継 事業期間
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（平成23年7月作成）

５．主な事業指標と成果

６．事業を取り巻く環境

７．担当室による点検 ［事務事業をより良く（最適化）するために］　

 ①協働等は実践していますか  ②協働等の主な相手先について

 ③協働等の主な形態について（現在および今後の可能性）  ④協働等の今後の取組について

(2)（現在の事業費の範囲で）効果を高める方法や工夫等を、さらに図ることができますか

(3)事業効果を一層高めるため、他の事務事業との連携や統合を図ることができますか

(4)新たな財源確保や事業に係る負担の見直し等を、さらに図ることができますか

(5)その他、有効性や効率性を高めるための工夫や取組を図ることができますか

８．今後の事務事業の方向（点検を踏まえた担当室による内部評価）

　総合評価（事業の展開方法） 特記事項

継続（現行）

（1）短期的な（平成23年度）事務事業の工夫・改善など

（2）「継続（現行）」の理由、中長期的な（平成24年度以降）事務事業の工夫・改善など

市の指定研究は平成２３・24年の２年間となるため、継続が必要である。

新たな財源確保や事業に係る負担の見直しは困難である

検討の余地がある

公立幼稚園にとどまらず、子育て支援
室とのさらなる連携による幼保一元化
を見据えた研究が求められる。できる

検討の余地がある

市が直接実施

備考欄（工夫・改善等を記載）

今後は、就学前教育だけでなく、就学前保育も含めた研究、
また、小幼保のより積極的な連携による研究が求められる。

保護者も、就学前教育保育の充実、また、小学校へのスムーズ
な移行を望む声が多くある。

（1）協働の取組（「新しい公」の推進）

実践している

考察及び今後
の対応方針

事業環境の今後の変化
（対象者やニーズ、法令・制度の改正等）

市民・事業関係者・団体等からのこれまでの主な意見

実績

目標

62.0

実績 59.2 57.5 59.2

- - - -
成果指標

目標 小中学校の教育環境に満足している市民の
割合

％

7 7

実績 - - -

H.22 H.23 H.24

活動指標
目標

校内研修会の実施数 回
- - -

事業指標名 単位
H.20

（現状値）
H.21
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（平成23年7月作成）

事務事業シート（実施計画事前基礎シート）

○

23 30

１．事務事業の位置付け ２．予算区分

4

1

1 款

2 項

目

３．事務事業の概要

４．総合計画の目標達成に向けた主な事業の実績・計画

○

その他 （ ）

人
工
数

②概算人件費

①+②総事業費

(H.23)No.

担当部局名 担当室名 室長名 連絡先

新・継 事業期間

6125 (H.22)No. 6125

事務事業名 学校情報化推進事業
事
業
区
分

(

複
数
選
択
可

)

ソフト施策事業

扶助費

補助金交付金

投資事業

教育委員会事務局 学校教育室 西山嘉一 63-7882 施設等維持管理

根拠法令等 内部管理事務

継続 平成 年度～ 平成 年度 特別及び企業会計、組合

総
合
計
画

政 策 心豊かな教育と文化に包まれた、ゆとりある暮らし 会計区分

施 策 学校教育 教育費

事業コード 462701

基本政策 生きる力をはぐくむ教育の充実 一般会計 （中事業名）※予算書事業名

学校情報化推進事業

小 施 策 義務教育 教育総務費 （小事業名）

重点施策コード 教育振興費 学校情報化推進事業

事業概要 めざす効果（事業目的）

○情報教育の推進を図るための整備を行う。
・教員一人１台パソコンの整備を行い（H２１年度）、事務処理の迅速化を図るととも
に、すべての教員にパソコンを含めた電子機器の活用能力を向上する（H２２年
度）。・教育用のパソコン及び教育用のパソコンソフトの充実を図り、児童生徒のリテ
ラシーの向上することを目的とする。特に教育用パソコンは文部科学省のめざす児
童生徒３．６人に１台（設置率２７．８％）をめざす。

・教員の事務処理の効率化を図り、子どもと向き合う
時間を確保することにより、教育の充実を図る。
・児童生徒のICT活用能力の向上を図る。

平成22年度
（実績・決算見込）

平成23年度
(計画・作成時予算額)

現在の実施手法（複数選択可）

市が直接実施

主な事業の
実績・計画

[事業内容（事業量）・事業費] [事業内容（事業量）・事業費] 業務委託（全部・一部）により実施

＜Ｈ．２１繰越分＞
なし

＜Ｈ．２２現年分＞
なし

＜Ｈ．２３年度繰越分＞
なし

委託料　1,750千円
使用料及び賃借料　900千円

指定管理

補助金・交付金

平成24年度
（計画）

平成25年度
（計画）

平成26年度
（計画）

各校の教育用パソ
コンのハード面（パ
ソコン本体及び周
辺機器）、ソフト面
の充実

各校の教育用パソ
コンのハード面（パ
ソコン本体及び周
辺機器）、ソフト面
の充実

各校の教育用パソ
コンのハード面（パ
ソコン本体及び周
辺機器）、ソフト面
の充実

150千円 150千円0千円 150千円①直接事業費 2,650千円

財
源
内
訳

(

千
円

)

国庫支出金

その他（　　　）

県支出金

地方債

一般財源 (0) 0 2,650 150 150 150

職員 0.10人 0.04人 0.03人 0.03人 0.03人

臨時職員等 0.01人 0.01人 0.01人 0.01人 0.01人

(0千円) 747千円 309千円 236千円 236千円 236千円

386千円 386千円 386千円

※概算人件費②は、人工数に便宜上、1人当たり年間平均人件費（市一般会計全体、共済費を含む額）を乗じた数値を記載しています。
※平成22年度の（　　）内の数値は、21年度からの繰越事業費で、外数で記載しています。
※企業会計の財源内訳の一般財源欄は、一般会計繰入金を記載しています。
※平成24年度以降の計画（内容及び総事業費）については、予定であり確定したものではありません。

(0千円) 747千円 2,959千円
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（平成23年7月作成）

５．主な事業指標と成果

６．事業を取り巻く環境

７．担当室による点検 ［事務事業をより良く（最適化）するために］　

 ①協働等は実践していますか  ②協働等の主な相手先について

 ③協働等の主な形態について（現在および今後の可能性）  ④協働等の今後の取組について

(2)（現在の事業費の範囲で）効果を高める方法や工夫等を、さらに図ることができますか

(3)事業効果を一層高めるため、他の事務事業との連携や統合を図ることができますか

(4)新たな財源確保や事業に係る負担の見直し等を、さらに図ることができますか

(5)その他、有効性や効率性を高めるための工夫や取組を図ることができますか

８．今後の事務事業の方向（点検を踏まえた担当室による内部評価）

　総合評価（事業の展開方法）

事業指標名 単位
H.20

（現状値）
H.21 H.22 H.23 H.24

活動指標
目標

校務用パソコンの設置率 ％
- - 100.0 100.0 100.0

実績 33.3 100.0 100.0

12.0
活動指標

目標
教育用パソコンの設置率 ％

16.0

実績 8.0 8.0 8.0

- - 8.0

-
成果指標

目標 小・中学校の教育環境に満足している市民の
割合

％
62.0

実績 59.2 57.5 59.2

- - -

考察及び今後
の対応方針

教育用パソコンの設置率が文部科学省の基準よりかなり低いので、周辺機器も含め今後の整備が必要である。

事業環境の今後の変化
（対象者やニーズ、法令・制度の改正等）

市民・事業関係者・団体等からのこれまでの主な意見

情報化社会に対応した児童生徒の育成は不可欠である。
教員からは、教育用ソフト、周辺機器などの教育環境の整備の強
い要望が出されている。

（1）協働の取組（「新しい公」の推進）

実践していない（適当ではない）（→④へ）

市が直接実施

備考欄（工夫・改善等を記載）

現在の手法が妥当である

現在の手法が妥当であり、連携や統合は困難である

新たな財源確保や事業に係る負担の見直しは困難である

困難である

特記事項

継続（拡大）

（1）短期的な（平成23年度）事務事業の工夫・改善など

教育委員会情報セキュリティーポリシーの策定と各校への周知及び、セキュリティー対策会
議を立ち上げる。

（2）「継続（現行）」の理由、中長期的な（平成24年度以降）事務事業の工夫・改善など

市内各小中学校の代表１名からなるコンピュータ活用検討委員会を中心に、各校において、
教育用のパソコンの有効活用について検討を行う。
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